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春 夏 秋 ▲
、

身欝乎な璽繋モデル蓉

千葉工業大学教授 高 原 康 彦

人 間は身勝 手である。 それがいか に善意であろ う

とも,忘 却 とい う特技 のお陰で 身勝手 な行 い をする

ことが しば しばある。以下述べ るこ とは,世 界モデ

ルあ るいはそれに対す るアプローチ に対 する評価 に

ついての身勝手であ る。

ご承知の ように,Mn'の フォレス タ教授 がローマ

クラブの委 嘱を受 けて,世 界の未来 について,彼 の

ダイナモ と呼 ばれ るシ ミュ レー シ ョンプログラムで

予測 を行 った。その結果 はローマ クラブの 「成長 の

限界」 とい う報告書 として出版 された。報告書 は20

カ国語以上 に翻訳 され,900万 部位売 れた とされ て

いる。社会 的に大 きなインパ ク トを持 った報告書 で

ある。

実 は このプロジェク トの話 は,1970年 代筆者が ア

メ リカ に滞在 してい る ときにジ ョー ク と して聞い

た。複雑極 まりない世界 をコンピュー タ上 でシ ミュ

レーシ ョンし,し か もそれが どうなるか を予測 しよ

うとするの であるか ら,出 来る と信 じる人 よ り出来

ない と信 じる人の方 が多 かったのは当然で ある。

もっ ともフ ォレス タ教授 自体は,科 学者 として は

立派 なひ とで,ダ イナモの 開発 をす る前は,MITで

コ ンピュー タの開発 の プロジェ ク トを指導 し,磁 気

メモ リに使 った最初の コンピュー タを作 った。 コン

ピュータは"つ む じ風"(whirlwind)と 呼 ばれ,当

時 と して は画期 的 速 さで あ った 。 この 後彼 は,

Mn'の2つ の強み,コ ン ピュータの技術 と,制 御 理

論 を組み合 わせ た領域 を開拓 すべ きであ る と宣 言

し,ダ イナモ を開発 し,そ れ を最初企業組織 に適用

した。 イ ンダス トリアル ・ダイナ ミノクス と呼 ば

れたモデルであ るが,こ れはあ まり注 目され なかっ

た。次 に発表 した ア ーバ ン ・ダイナ ミソクスは,

1960年 代 アメ リカで深 刻化 しつつ あ った都 市問題

(裕福 な白人 が郊外 に逃 げ,貧 しい黒人が その後 に

入 って都市が荒廃 する とい う ドーナツ現象等)に ダ

イナモ を適用 し,解 決す るべ き政策 を提案 しようと

いうもので可成の反響 を呼んだ。

そのような大規模 な社 会問題 にコンピュー タを適

用 した とい うのが画期 的であるばか りで な く,大 き

な議論 を呼 んだのは,彼 の本が ただの1冊 も社会学

者 の本 を参考 文献 と して引 用 しなか った こ とで あ

る。 これは勿論社会学者 にとって面 白いはず はない。

社会学者か らの"素 人が何 を言 うか"と い う非難 に

対 して,フ ォレス タ教授 は都 市問題 は健全 な常識で

十分 である と言い返 している。

アーバ ン ・ダイナ ミックスの次 に行 ったのが世界

モデルで,モ デルはワール ド・ダイナ ミックス と呼

ばれている。 ワール ド ・ダイナ ミックスの後,ア メ

リカの インフレを取 り扱 うモデル を作 ろ うとされた

が,こ れは結局成功 しなかったようである。

図1が 世界 モデルの基本構 造である。世界の状態

を5つ の要素,人 口,農 業,技 術,汚 染,天 然資源

農業
モデル

技術
モデル

人口
モデル

天然
資源
モデル

汚染
モデル
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に分 け,そ の各々につい てサブモデルを作 り,サ ブ

モデルの間 をポジテ ィブ ・フィー ドバ ック,ネ ガテ

ィブ ・フィー ドバ ックで結 び付けた もので ある。

このモデルは理論 として勿論無理がある。第1は,

すべ ての変数 を定量化 しなければな らない。世界 の

状態 を表現す るとき,定 量化で きない重要な変数が

存在するであろう。例 えば,人 間の幸福度 は,い か

に多数の代用変数 を考えて もすべての人 を納得 させ

ることは難 しい。結局モデルは定量化で きる変数の

み に注 目してモデル を立 ててい ると非難 された。

第2は,変 数 間の関係 で,直 感 的には変数 間の因

果関係が理解出来て も,そ れが定量 的には測定不可

能な ものはい くらで もある。例 えば産業の活動度 と

汚染の関係 は,関 係 の存在 は理解 して も,関 係 を示

す"弾 性係数"を 決定するのは非常 に難 しい。 フォ

レス タ教授の とった戦略 は,係 数 を無次元化 し,か

つ0と1の 間で正規化 し,そ の 間を良識で結ぶ方法

である。勿論 これはモデルが恣意的 になる と非難 さ

れる。

第3は,沢 山の要因が動的にネガティブ ・フィー

ドバ ック,ポ ジテ ィブ ・フィー ドバ ックで結合 され

ているため に,モ デル全体が不 安定になる。パ ラメ

ー タを少 々変 えただけで ,予 測結果が右 にも左 に も

振れる可能性があ る。実際 「成長 の限界」が出版 さ

れ ると,そ れに対す る反論 が沢 山出 され た。例 えば

経済モデ ルの中の技術要因 を変 えると,ワ ール ド・

ダイナ ミックスを使 って も世界 は成長 を続 ける こと

が可能 となるい う論文がある。勿論無限 に成長 で き

ると信ず る人はい ないであろ うが,ワ ール ド・ダイ

ナ ミックスの結果 について疑い をもつ人 は少 な くな

か った。

第4は,モ デルに存在す る多数のパラメータの値

は過去の デー タによって推定す るわけであるが,パ

ラメー タの数 を増加 させ れば,必 要 なデー タを必要

な精度で,モ デルが表現 出来 るようにするこ とがで

きる。過去の データをい くら正確 に表現 して も,そ

れが未 来予測 を正 しく行 うことにならない という批

判が出て くる。

ワール ド・ダイナ ミックスは政治的理由か らも批

判 された。

筆者 は,無 限に成長で きない ことは信 じていたが,

理論 として は批 判す る側 の主張 に納得がい った。筆

者が前 にい た大学で,あ る研 究室 はフ ォレスタ教授

と同 じ手法 を使 い,瀬 戸 内海の汚染問題 を取 り上げ,

同地域 の工業化政策 を批判 した。筆者 はそ の ときの

施策者 を支持す るつ もりはなか ったが,卒 業研究の

発表の学生 に以上述べ た問題 を指摘 す ると,質 問 は

勿論 彼 らにとって難 問過 ぎた。最後 には,指 導教官

か ら,お 前 は汚染の現実 を容認す るのか しないのか

と"政 治的"立 場 の明確化 を迫 られた。

時 は流れ て,筆 者の立場は逆転す る。現在筆者 は

研 究の1つ と して,DSS(意 思決 定支援 シス テム)

の開発 を行 っている。 これ は実用的問題で システム

を試 しなが ら試行錯誤 してい く研究である。

本年卒業研究の学生 のテーマ として,CO2問 題 を

DSSの 上で取 り上 げ るこ とと した。筆者の意 図は,

彼 らが この問題 に対 してDSSを どの ように使 うか を

観察 し,DSSの 改善 を行 うことであった。対象問題

は何で もよか ったのであるが,CO2問 題 はあ ま りに

今 日的話題で あるため に,卒 業研究 はCO2の 政策研

究 として理解 された。

図2が 筆者 らが使 ったモデルである(こ のモデル

は筆者の オリジナルではない)。

モデルの特徴 の第1は,モ デルが階層化 されてい

ることである。フ ォレス タ教授 のモデ ルは,サ ブモ

デルが平面的 に密結合 になってお り,モ デル全体 が

不安 定 にな りが ちで あ る と同 時 に,"反 直 観 的"

(counterintUitive)な 動 きをする。反直観的であ るか

ら,コ ンピェー タを使わねばな らない とい うのが フ

ォレスタ教授 の主張であ るが,逆 にあ まりに反直観

的である と,問 題 の理解が非常 に困難 になる。直観

的理解が不可能な政策 は実行 され ない とい うのは事

実で ある。 図2は,階 層 化 し,概 念整理 を行 う と

同時に,す べてがすべ てに関係 す るとい う密結合 を
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やめ て,下 か ら上への因果関係 のみでモ デル を作 っ

てい る。 これ は大変 な単純化 である と同時 に,モ デ

ル制作者の主張の表現で ある。

第2は,各 サブモデルは,複 雑 なモデルではな く,

単純 な成長モ デルで構成 している。例 えば人 口モデ

ルに関 しては,現 在予測のための精緻 なモデルが作

られているが,図2で は,そ の ようなモデルの結果

を利 用 して,簡 単 に人 口増加率 に基づ く差分方程式

でモデルを表現 している。

筆 者の属 してい る学科 に もCO2に 詳 しい専 門家が

お られ,そ れ らの先生か らは,モ デルが実用的では

ない とい う批判 を頂 いた。要す るに大 きな問題 に対

してモ デルが単純 で信 じられ ない とい うこ とで あ

る。

この ような話 を聞 きなが ら,昔 の世界モデルの議

論 を思い出 したのである。上に述べた ように卒業研

究 の意図 はモ デルの良 し悪 しにあるので はないが,

モデル として も良いので はないか と考 えてい る。何

故 この ように変身 したか考 えてみたい。

まず第1は,フ ォレス タ教授 と筆者 には明確 な立

場 の違いがある。 フ ォレスタ教授 は未来予測 を しよ

うと したのに対 し,筆 者の立場 は直観 の確認,ト レ

ン ドの確認 である。

第2に,図2の モデル も定量的 に扱 える変数 しか

取 り扱 って い ないが,対 象 が世 界状 態 で は な く,

CO2の 量 とい う物理量 であるか ら,こ の批判 は比較

的免れ る。

第3に,モ デル を簡単化 するため に,変 数間の関

係 を弾性係 数 を使 って結 び付 けてい る。 この係 数の

値 は主観的であ る。 この恣意性 に対す る批判 は,モ

図2CO2問 題 のモデ ル

CO2目 標 値

エネルギー

資源配分率

エネルギー

需要係数

最適化

問題

CO2増 加率

最適
アルゴリズム

資源別エネルギー需要

エネルギー

モデル

国民総生産

最適CO2削 減量

最適CO2削 減費用

CO2発生量動向

」
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デルの意図が,直 観の確認であるから,弾 性係数を

常識的範囲で動か し,そ のどの値 に対 しても同じ定

性的結果が出て くれば十分であるとい うことにな

る。意思決定者(政 策立案者)は,自 分が確信を持

てば,他 人を説得するのにこのモデルを使 う必要は

ない。フォレスタ教授の場合は,予 測データそのも

のによって人を説得する必要があったから,係 数の

恣意性が批判された。

第4に,モ デルが単純であるから安定である。 し

かしすべてが直観的にわかるほどは単純ではない。

人口増加率,経 済成長率,CO2制 御 の技術進歩,

CO2に 対 する課徴金,政 策 目標 に対 する最適化 が絡

み合 って,counterintUtiveな 動作 はす る。 しか しそ

れ を分析 して理解する ことがで きる。

第5に,こ のモ デル はあ くまで も トレン ド分析 に

よる確信 のため であ り,未 来予測の精度 はそれ程厳

しくはない。過去 のデー タをモデルが良 く説明す る

か どうかはあ まり問題 ではない。勿論過去 のデー タ

の フィッテ ィングはいか ようにもで きるが。

以上の ように考 える と,こ の ような"社 会モデル"

は意味があ るので はないか と考 える次第である。読

者の皆様は身勝 手な変 身 と思 われるで しょうか?
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寄稿 ・解説

通商産業省 にお ける

1997年 度情報化関連施策
機械横綴 叢薄 電縫 繁藤

1.情 報化関連施策の概要について

1.1通 産省の施策の方向性

通商産業省は,1960年 頃か らハー ドウェア関連技

術の開発等供給面の施策を中心に情報化の推進に取

り組んできた。

わが国の情報化は,80年 代には製造工程の自動化

や定型的業務(銀 行の勘定業務,社 内の給与計算等)

等において欧米とも遜色ない水準に達 したが,バ ブ

ル崩壊後,景 気の後退から情報化投資が低迷 し,電

子情報産業 を停滞させるとともに,80年 代から90年

代 にかけてのダウンサイジング,オ ープンなネット

ワークの形成といった技術革新への対応が遅れ,こ

れ らが経済構造改革が遅れる原因となった。

こうした悪循環から脱するために,現 在,通 商産

業省 としては,先 進的な電子情報技術(lnformation

Technology)を 産業分野,公 的分野に導入するため

の 「需要面での施策」と,情 報技術の開発 を推進 し

情報産業を活性化 させる 「供給面での施策」の両面

に積極的に取 り組んでいる。

特 に,需 要面の施策である産業分野の情報化につ

いては,エ レク トロニック ・コマース(電 子商取引)

推進事業(95年 度補正317億 円)に 積極的に取 り組

んでお り,関 連する技術課題や法制度面の検討 も進

めている。

また,需 要面と供給面の施策と併せて,セ キュリ

ティ ・プライバシー対策や,知 的財産権問題への対

応,規 制緩和の推進,と いった情報化社会構築のた

めの環境整備を進めている。

1.2政 府全体としての取り組み

官民を通 じた情報化や諸制度の見直 し等,情 報社

会に向けた施策を推進 してい くために,94年8月 に

内閣総理大臣を本部長 とした高度情報通信社会推進

本部が設置された。

高度情報通信社会推進本部では,95年2月 に 「高

度情報通信社会に向けた基本方針」 をとりまとめ,

この基本方針に則 り,関 係各省により95年8月 に公

表 された 「実施指針」 により現在,教 育,研 究,医

療等の各公的分野における情報化に取 り組んでいる

ところである。

また,「 基本方針」において指摘 されている 「書

類の電子データによる保存」,お よび 「申告 ・申請

手続の電子化 ・ペーパーレス化」について,95年8

月より 「制度見直 し作業部会」において検討 を開始

し,96年6月 に報告書を発表 している。

2.1997年 度 における情報化関連施策

ここでは,97年 度予算および96年度補正予算 によ

る措置を伴う施策を中心 に,通 商産業省の情報化関

連施策を概述する。 、

なお,予 算等の金額は97年 度予算額,0内 は96

年度金額 とする。

2.1産 業分野の情報化 ・電子商取引(エ レク トロ

ニック ・コマース)の 推進

企業活動の生産性向上や取引の透明性 ・効率性の

拡大を通 じ,わ が国の経済構造改革の鍵 となる産業
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分野の情報化 を推進す る。

このため,95年 度補 正事業 との連携 を図 りつつ,

企業 一消費者間お よび企業 間の電子商取引(エ レク

トロニ ック ・コマース)を 引 き続 き推進す る ほか,

コンピュー タ ・セキュ リテ ィ対策,プ ライバ シー対

策な どの環境 整備等の諸施策を引 き続 き推進す る。

(1)産 業分野の情報化 ・エ レク トロニ ック ・コマー

スの推進

① 生 産 ・調 達 ・運 用 支援 統 合 情 報 シス テ ム

(CALS)の 開発

開発 ・設計 か ら調達,保 守 ・運用の各段 階におけ

るすべ ての情 報 を統合 的に管理 し叱活用するシステ

ム(生 産 ・調 達 ・運 用 支 援 統 合 情報 シス テ ム:

CALS)の 調査研究 開発 を実施す る。 その際,95年

度2次 補正事業(企 業 間のEC推 進217億 円)と の連

携 を十分確保 しつつ推進する。

また,ア ジア諸国の機械工業等の発展 を促進す る

ため,簡 易 に操作 で きる電子設計 ・生産支援 システ

ムの開発 を推進す る。

【予 算】

・生産 ・調達 ・運用支援統合情報 システム(CALS)

の開発(95～97年 度,総 額約20億 円)

817百 万 円(817百 万 円)

・簡易操作型電子設計 ・生 産支援 システ ムに関する

研究協力(94～98年 度,総 額約15億 円)

440百 万円(290百 万円)

② 電子取引(EDI)の 普及促進

企 業 間取引等 に際 して行 われ る電子 デー タ交換

(EDI)の 活用,普 及促 進 を図 るため,金 融 ネ ッ ト

ワークお よび海外 ネ ッ トワ■一・一ク と連携 したEDIシ ス

テムの構 築を図る。

【予 算 】

・EDIに 関する調査研究 開発等

88百 万円(92百 万円)

③ 中小企業 における情報技術 活用 の促進

中小 企 業 の情 報化 やEDIへ の対 応 を推 進 す るた

め,業 種 ・業態毎の業務特性 に応 じた安価な業務 ア

プ リケーシ ョンの開発 の支援お よびネッ トワーク活

用等 を支援 する。

【予 算】

・中小企業向け業務アプ リケーシ ョン ・ソフ ト開発

事業等

2,507百 万円(新 規)

④ 電子商取引 の共通基盤整備

経済全体 に電子商取 引の導入 を加速的 に進 めるた

めに必要 な,業 種 ・業態 を越 えた共通技術基盤 の開

発お よび実証実験 を行 う。

【96年度補正予算】

・電子商取 引共通基盤整備事業

5,600百 万 円

(2)エ レク トロニ ック ・コマース(EC)の 普及促 進

地域の 中堅 ・中小企業へ のエ レク トロニ ック ・コ

マースの普及 を促 進するため,中 堅 ・中小企 業 を核

に した電子商取引のモデル事業 を実施 し,先 進的な

技術 開発 ・実証実験 を行 うとともに,エ レク トロニ

ック ・コマ ースの啓発,教 育,コ ンサルテー ション

お よび技術支援等 を行 う。

【予 算】

・エ レク トロニック ・コマース普及支援事業

74百 万円(新 規)

・電子 商取引の中堅 ・中小企業への展 開

265百 万 円(新 規)

(3)コ ンピュータ ・レンタルによる民 間の情報化投

資の促進

民 間の情報化 投資 を促進 す るため,コ ン ピェー

タ ・レンタル事業に対 して,低 利融資措置 を実施す

る。

【財 投】

・汎用電子計算機普及促進

日本開発銀行 情報 ・通信基盤整備枠

1,900億 円の内数(同2,080億 円 の内数)

2.2

教育,医 療 ・福祉,行 政,図 書館等公的分野の情
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報化 を関係省 庁 と連携 しつつ引 き続 き推進す る とと

もに,地 域 における情報通信 システムの整備 を郵政

省 と協 力 して支援す る。

(1)教 育の情報化

通商産業省 と文部省 が共 同 して行 ってい る学校 の

ネ ッ トワーク化 の実験(100校 プロ ジェク ト)の 環

境 を活用 して,高 度 なネ ッ トワーク環境 を利用 した

学校 間の共 同作業 を実践す るため の情報基盤 につい

て技術 開発 ・実証実験 を行 うとともに,海 外 の教育

機 関 との国際共同実験 を行 う。

また,教 育用 コンピュータ整備計画(94～99年 度)

を踏 まえ,学 校 におけ るパ ソコンの整備 を促進す る

ため,教 育用 コンピュー タレンタル事業 に対す る低

利融資措置 を引 き続 き推進す る。

【予 算 】

・先進 的ネ ッ トワー ク利用教育実証事 業

272百 万円(新 規)

【財 投 】

・教 育向け電子計算機普及促進(89年 度～)

日本開発銀行 情報 ・通信 基盤整備枠

1,900億 円の 内数(同2,080億 円の内数)

(2)医 療 ・福祉 の情報化

病 院間での医療画像 やデー タの オ ンライン交換,

光磁気 ディス クとICカ ー ド等の多様 な媒体 の間での

医療情報の総合的利 用等 を厚生省 と協力 しつつ実施

す るほか,円 熟 ワー クス タイル支援情報 システム等

を構築す る。

また,ヘ ルス カー ド(光 カー ドとICカ ー ドのハ イ

ブ リッ ドカー ド)の 開発,医 療画像 の処理,バ ーチ

ャルメデ ィカル技術 に係 るプログラムの開発等 を行

う。

【予 算】

・医療情報化モデル事業

449百 万円(395百 万 円)

【96年度補正予算】

・医療 の情報化

700百 万 円

(3)行 政の情報化

通商産業省行政情報化推進計画(95年 度からの5

ヶ年計画)の 実現に向け,通 商産業省 として各省庁

のモデルとなるよう,業 務の情報化をより一層推進

する。

また,行 政サービスの質の向上を図 り,行 政手続

きに係る国民負担の軽減を図るため,申 請,書 類保

存,調 達等各種行政手続 きの電子化,オ ンライン化

に係る技術開発と,改 鼠,事 故防止のためのシステ

ム開発を行う。

【予 算】

・通商産業省の情報化(特 許業務のペーパーレス化,

新世代統計 システムの開発等)

36,210百万円(33,153百 万円)

【96年度補正予算】

・行政の情報化(電 子申請,電 子保存等の技術開発

等)

500百 万円

(4)図 書館の情報化

「モデル電子図書館」を活用 しつつ,分 散 して所

在する電子化 された文献をネットワークを通 じて有

機的に利用可能にする次世代の電子図書館システム

の開発を推進する。

【予 算】

・電子図書館システムの研究開発

1,475百万円(930百 万円)

(注)モ デル電子図書館 は,図 書館の大量の蔵書が

電子化 して蓄積され,高 度な検索等を行 うことがで

きる 「電子図書館」の実用化に向けたモデル事業施

設であ り,93年 度3次 補正予算で整備

(5)先 進的アプリケーションの整備

地方公共団体等が地場産業の振興,住 民サービス

の高度化等の目的で先進的情報化モデル事業を行 う

ために整備する情報化モデル事業施設の建設を支援

する。

【予 算】

・先進的アプリケーショ・ン整備事業
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1,912百 万円(1,612百 万円)

(6)地 域 における情報通信 システムの開発 ・整備

地域 における経済の構造 改革 につ なが る情報通信

システムの開発 ・整備 に取 り組 む地方 自治体等 に対

し,郵 政省 と共同で支援す る。

【予 算】

・先進的情報通信 システムモデル都 市構築事業

1,000百 万円(新 規)

2.3技 術開発

21世紀の高度情報化社会において必要な,現 在よ

りも格段に大容量かつ多様な形態の情報を高速に処

理するためのハー ドウェア ・ソフ トウェア関連技術

の開発 を推進する。

(1)超 高度先端電子技術開発促進事業

高度情報化社会の実現の鍵を握る電子情報分野の

基礎技術であるとともに広範な産業分野へ大 きな波

及効果を与える共通技術基盤 を構築するため,次 々

世代 レベルの超先端的な技術の確立を図ることを目

的として,超 微細加工プロセス技術,極 限計測 ・分

析 ・制御等技術および新機能電子材料技術の研究開

発 を実施する。

【予 算】

・超高度先端電子技術開発促進事業(95～2001年 度 ,

総額約300億 円)

3,120百万円(1,330百 万円)

【96年度補正予算】

・超先端電子技術開発促進事業の拡充 ・強化

1,000百万円

(2)次 世代情報処理基盤技術開発事業(RWC)

21世紀の高度情報化社会に必要な,現 実社会の曖

昧で誤 りも含む大量のマルチメディア情報を,現 実

的な時間の範囲内で処理 しうる革新的なコンピュー

タ技術の研究開発を推進する。

【予 算】

・次世代情報処理基盤技術開発事業:RWC(リ ア

ルワール ドコンピューティング)の 研究開発(92

～2001年 度 ,総 額約700億 円)

6,077百 万円(6,012百 万 円)

(3)新 ソフ トウェア構造化モデル研究 開発

機 能の追加,変 更等の要求仕様 の変更 に伴 い,ソ

フ トウェアが 自 らプログラム を更新 し必要 な機能 を

満たす ことが可能 となるような ソフ トウェアモデル

の研 究開発 を行 う。

【予 算】

・新 ソフ トウェア構造化モ デル研 究開発(90～97年

度,総 額約20億 円)

323百 万円(300百 万円)

2.4ソ フ トウェア ・コンテンツの供給基盤強化

優良なソフ トウェア ・コンテンツの供給 を促進す

るため,供 給基盤の強化や環境整備を推進する。

(1)ソ フ トウエア供給のための環境整備

① 高度情報流通のための環境整備

大量かつ多様な情報の円滑な流通を確保するため

に必要となる基盤的な技術開発や,実 証実験等を推

進する。

【予 算】

・高度情報流通のための環境整備

926百万円(369百 万円)

② 高度プログラムの開発支援等

重要分野に係る良質なプログラムの委託開発の推

進等により,汎 用プログラムの開発 ・流通の拡大を

図る。

【産 投】

・情報処理振興事業協会への出資

3,800百万円(4,100百 万円)

③ 高度情報化支援ソフトウェアの育成

産業 ・公的部門,さ らには家庭部門といった各分

野での高度情報化を支援する基盤的な技術や先駆的

なソフ トウェアの開発および実証実験を行う。

【96年度補正予算】

・高度情報化支援 ソフトウェア育成事業

2,100百万円
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(2)高 度情報処理技術 者の育成

新情 報化 人材育成 カ リキュラム(94年 策定)に 基

づいた新 しい情報処理技術者試験制度 を実施す る と

ともに,新 情 報化人材の育成 に係 る研修事業,調 査

研究等 を推進す る。

【予 算 】

・先進的 な教育手法 ,教 育 内容の調査研 究等(87年

度 ～)

153百 万 円(150百 万円)

(3)デ ー タベースの整備

わが 国データベースの国際化や,デ ータベース間

の相互接続の促進お よび電子 出版 の振興等の市場拡

大 策につ いての調査 ・検討等 を実 施する。

【予 算 】

・データベース整備 ・振興のための調査(84年 度～)

68百 万円(74百 万 円)

(4)マ ルチメデ ィアソフ ト供給基盤の整備

「マルチ メデ ィア支援セ ンター」,「マルチメデ ィ

ア人材 育成セ ンター」,「マルチ メデ ィア情報 セ ンタ

ー」,「 デ ィジタル ・ク リエー ト工房」,「地域 デ ィジ

タル ・ファク トリー」 を活用 しつつ,先 進的 なマル

チメデ ィアソフ トウェアの制作機会の提 供等 を通 じ

た産業基盤の整備 を図 る。

また,創 作性の高い コンテ ンツ制作 に取 り組 むベ

ンチ ャー企業,中 小企業等 に関す る支援 を行 うとと

もに,高 レベルのコ ンテンツ制作 を可能 とす る技術

開発等 を実施す る。

【予 算 】

・マルチメデ ィアソフ ト制作基盤の強化(93年 度 ～)

862百 万円(1,117百 万 円)

(注)

①マ ルチ メデ ィア支援 セ ンターは,コ ンピュー タプ

ログラムを他の映像音声等 のマルチメデ ィアデー タ

と組 み合 わせ,表 現力豊か なソフ トウェア制作 を効

率的に行 う ことを支援す るための施 設であ り,93年

度2次 補正予算で整備

② マルチメデ ィア人材育成セ ンターは,ソ フ トウェ

ア制作者 に対 し,マ ルチメデ ィアソフ トウェア に係

わ る研修 を行 うための施設であ り,93年 度3次 補正

予算 で整備

③ マルチ メデ ィア情報 セ ンターは,マ ルチメデ ィア

リテラシーの向上 と情報発信 を通 じた地域振興のた

め,地 域住 民,企 業等が容易 にマルチメデ ィアソフ

トを編 集 ・制作す る ことを可能 とす る施設 であ り,

93年 度3次 補正予算で全国6箇 所 に整備

④ デ ィジタル ・クリエー ト工房 は,震 災か らの復興

策 の1つ として,マ ルチメデ ィア産業の先駆 け産業

の1つ として期待 され る電子 出版等 を支援するため

の映像情報産業共 同利用設備 であ り,95年 度1次 補

正予算で整備

⑤地域 デ ィジタル ・ファク トリーは,将 来の電子情

報 産業 の中核 として期待 されているマ ルチメデ ィア

産業 を発展 させ る とと もに,地 場 産業,地 域経済の

発 展 を図るため,地 域の 中小企業等 が共 同で利用で

きる地域 映像 関連設備であ り,95年 度2次 補正予算

で整備

【96年度補正予算】

・マ ルチ メデ ィアコ ンテンツの制作支援

2,100百 万 円

2.5情 報関連税制

(1)プ ログラム等準備金

① 汎用 プログラム開発準備金

汎用 プロ グラムの取引 に関わ る収入金額 の うち,

制御 プログ ラムに係 るもの,制 御 プロ グラム以外 の

ものについて,そ れぞれ一定 割合の準備金 を積み立

てる。 、

・制御 プログラム:積 立率10% ,

制御 プログラム以外:積 立率20%

② ソフ トウェア高度化基盤整備準備 金

高度な ソフ トウェア/サ ー ビスの取引 に関わる収

入金額の一定割合の準備金 を積み立 てる。

・積立率10%

③ デー タベース準備金
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デー タベ ースの収 入金額の一定割合の準備金 を積

み立 てる。

・積立率10% ,年1回 以上更新 されている もの に対

象 を限定

④ 統合 システム保守準備金

システム インテ グレーシ ョン事業の収 入金額の一

定割合の準備金 を積み立てる。

・積 立率10%(た だ し200億 円超 の収 入 に係 るもの

について積立率4%,対 象契約下限3,000万 円)

(2)電 子計算機買戻損失準備金

将来確実に発生する電子計算機の特別買戻損失

(電子計算機のレンタルバ ックに伴い必然的に発生

する買戻損失)に 引き当てるために,買 戻損失の実

績に基づいて算定される金額を限度額とする準備金

を積み立てる。

(3)増 加試験研究費税額控除

当期の試験研究費の額が過去最高の額よりも増加

した場合,増 加額の20%相 当額を法人税額から控除

する。

露 倉
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」疋幻D泌CREPO髭T

マルチメディア罐茂の鐙業経営

平成8年 度第登園コンピュータ トップセミナー講演より

日本電気(株)社 長 金子 尚志

1.新 た な構 造 変 化 の加 速

今 日は大変大 きな構造変化の波が押 し寄せている

時代で あ り,私 ども企業 を取 り巻 く経営環境 も激変

してお ります。 まず1つ は,何 といって も経済のボ

ー ダ レス化が どん どん進行 してい る とい うこ とで

す。 これは国の輸 出入のオープ ン化 だけで な く,制

度面で のオー プン化,あ るいは関税が実質的 に撤廃

される中で どんどん 日本市場が オープンになって き

てい る,と い うよ うな状 況で あ り,も う否 応 な く

我 々はオープン化 の時代 に入 ってい ます。 また,一

方 では,東 欧社会 ・ソ連の崩壊 に伴い,自 由経 済圏

に新 たな国 々が加わる ことになって,メ ガコンペテ

ィシ ョン とい う環境 に なって きてい ます。そ して,

そ ういった世界市場 の一体化,あ るいは グローバル

競争 の激化の 中で,国 際競争力強化 に向けての規制

緩和,構 造改革への取 り組 みなどの動 きが本格化 し

て きている訳 です。

また,こ れ とは別 に注 目されるのは,情 報化が,

技術革新 も含 めて世界規模 で大変大 きな進展 を見せ

てお り,我 々のワー クス タイルに も大 きな影響 を与

えつつ あることです。

*

情報化 の進展 についてはいろいろな面か ら言われ

てい ます。一例 を申 し上げ ます と,近 年,移 動体通

信 が大変急速 に伸び てい ます。携帯電話 は1996年12

月の時点 で1,800万 台が普及 してお り,さ らに96年

度末 には2,000万 台 を超 える こ とが予 測 され てい ま

す。 さらにPHSが500万 台 とい うことです。95年 と

96年 の比較で見 ます と,約2倍 です。 これだけ量が

増 えて,2倍 に増 える とい うことは,実 はこれは大

変 な成長です。基本 的には,利 便性 がある とい うこ

とか ら使われるわけですが,一 方では こういった携

帯電話の裏 にある通信 イ ンフラが,産 業界の発展 に

も少 なか らぬ影響 を及ぼ してお ります。

また,パ ソコンについ ては,ほ ぼ年 率30%の 伸 び

を示 し,2000年 では大変大 きな数 に伸 びて行 くだろ

う と言われてい ます。今,マ ルチ メデ ィア時代 と言

われてお りますが,そ の 中心的 な役割 を果たすのが

実 はパ ソ コンの ネ ッ トワー クだ ろ う とい う ことで

す。そ うい う意味 では,パ ソコンの今 後の さらなる

発展が,日 本 の情報化 を進展 させ る上での大 きな基

盤で あると思われているわけです。一方,パ ソコン

を単体で使 うとい う使 い方 は どんどん少 な くなって

きてい ます。現在 の大 きな流れ は,何 といって もネ

ッ トワーク化 して使 ってい くことです。パ ソコ ンを

単体で使 うだけでは これほ ど進展 しなか ったので し

ょうが,ネ ットワークにつ ないで使 ってい くこ とに

よって市場 が急速 に伸びたのです。

電子 メール も急速 に普及が進み ぎして,現 在で は

「既 に導入済 み」 と答 えている大企 業が全体 の36%

とい うことです し,96年 度中に導 入予定 の企業 を含

め ます と,97年3月 まで には全体 の85%に 導 入 され

るだ ろう とい うことです。 ただ し導入 とい って も,

簡易 的な導入 とい う形態か ら,積 極的に活用 してい

るところ まで,中 身 はい ろい ろで,私 もすべ てがす

べて本 当に活用 され た姿で85%に なるとい うこ とで

はない とは思 ってお ります。 しか しなが ら,や は り

導入 を始めればその便利 さに対 応 して活用が どんど
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ん進 んで くるのは言 うまで もない ことです 。

イ ンター ネ ットも,す でにい ろいろ世の中で言わ

れてお ります とお り,非 常 に急速 な勢 いで伸 びてい

ます。正 に指数関数的な伸 び とい うか,年 率 約2倍

の伸 びを示 している状況です。 わが 国 にお いて も,

当初の利用 はあま り芳 しい ものではあ りませ んで し

たが,そ の利便性,そ こか ら得 られる情報,さ らに

はその活用 の可能性 とい うことまで踏 み込 んでい き

ます と,「 これは大 変な ものだ。」 とい うことで,今,

急速 に普及 しつつあ るわけです。

*

ところで,一 口に 「情報化 の進展」 と言い ますが,

苦言ってい た情報化 と今言 ってい る情 報化 というの

は,そ の中に質的な変化が起 こってい ます。そこで,

そ ういう質的変 化のポ イ ン トを拾 って行 きます と,

次の3つ の点が挙げ られ ます。第1点 は 「情報化の

普遍化 ・大衆化」,第2点 は 「ユ ・・一・・ザ ー主導型」あ

るいは 「マ ーケ ッ ト主導型 」,そ れか ら第3点 は,

これか らの動 きとい う意味 で 「ネ ッ トワー クの統合

化」です。

まず最初 に 「情報化の普遍化 ・大衆化」 とい うこ

とですが,今 までの情報化 は,あ えて言 うならば定

型 的業務の情報化 だったわ けです。 これは,例 えば

窓口業務(銀 行 の窓口担当者が どうい う具合 に情報

機器 を使 って仕事 をするかな ど)や 生産管理(部 品

の発注や スケジュール管理 な ど),そ れか ら行 政の

面で も,非 常 に数の多い窓口業務,あ るい は統計 デ

ータ処理 ,や は りこうい った分野では,そ れ な りに

よく訓練 された人たちが,コ ンピュー タのほ うが人

間 よりも力 を持 っている ような領域 に集中 して,そ

うい う業務 をやって きたわけです。 こうい うものは,

今後 共に効率化 とい うことが大変重要 なファクター

であるこ とは言 うまで もあ りませ ん。

ところが,近 頃生 じている 「情報化の革新」 とい

うのは,非 定型業務領域 だとい うこ とです。 これは,

電子メールを代表 とす る各種 のツールを使 うとい う

ことです。非定型業務,す なわち今 まで アンタッチ

ャブルであったホ ワイ トカラーの多彩 ・多様 な業務

をパ ソコ ン上,あ るいは ネッ トワーク上で処理で き

るようになってきたとい うことです。 そうい う意味

で,非 定型 な知的業務が コンピュー タを利用 して行

われる ようになって きたのです。 したがって,民 間

で言 うな らば,商 品企画や販売戦略な ど,今 までは

とて もコンピュー タで処理 などで きなかった ような

領域がで きる ようになって きま した し,行 政 の面で

も,調 査 ・分析 や政策立案 とい った頭 を使 って考 え

な くて はならない業務 において,パ ソコンが活用で

きるようになって きた とい うこ とです。要は専 門家

に よる定型的業務 の効率化 とい う従来の情報 化の範

晴 か ら,よ り幅広 い層の多彩 な業務 のサ ポー トへ,

そ うい う意味でい くな らば,一 般ユ ーザーへの利用

人口の裾野が広が って きた とい うことです(図1)。

それ か らもう1つ,「 ユーザ ー主導型」 とい うこ

とです。今 申 し上 げ ましたように,ユ ーザーの層 が

広が って きた,数 が増 えて きた,と い うことになっ

て参 ります と,今 までの状況が 「サプライヤー主導

型」 あるい は,「 オペ レー タ主導型」で あった とす

る と,こ れ は,言 ってみるな らば 「こうい う便利 な

機械 があるか ら,こ れ をお使い になった らどうです

か。」 と企 業が提案す る形 だった訳です。 それが今

日ではユーザーの ほうが 「不便だった らもう使わ な

い 。」 とい う,あ る面で言 うな らば非常 に厳 しい,

ユ ーザー主導型の市場構造 に大 き く転換 してい くと

▼図1

トlE⊂ 情 報 化 に よ る 業 務va'一 ート領 域 の 拡 大 ●uaE:.in
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い うことです。つ ま りそ うい う,ユ ーザーの求める

価値 を焦点 に しなが ら需要を創造 してい く,と い う

時代 に転換 しつつある とい うことです。お仕着 せが

デジュールであ るとするな らば,結 果的 には世の中

で一番使 われ るシステム ということになってい きま

す と,こ れ はデ ファク トとい うことにな ります。不

特定多数のユーザーが実質 的にデ フ ァク ト,す なわ

ち世の 中の実質的標 準 を選択 してい くとい う時代 に

なって きているのです。

それか ら第3番 目は,こ うい った情報化 システム

は,企 業 に しろ行 政に しろ,先 ほど申 し上 げま した

ような特定業務の効率化 とい う部分で は,相 当深 く

浸透 してお りますが,た だ,問 題 はそれが システム

ごとにバ ラバ ラである というこ とです。 これは,民

間会社 において もそ うで,我 々が使 ってい る購 買 シ

ステム と,部 品の供給 業者 が使 っているシステ ムが

違 うのです。 そ うす ると電子的 に話 が で きませ ん。

その間はやっぱ り人間 を介 してや らなければい けま

せ ん。 そこが どう して も業務 のネ ックになって しま

う,と い うこ とです。そ うなって くると,当 然,こ

れか ら企業 間,業 界間,国 際間の ネ ッ トワークの統

合化,統 合化 とい うのは必 ず しも全部1つ じゃな き

ゃいけない とい うことではあ りませ んが,少 な くと

もお互 いに交流 で きなか った ら商売 につ なが ってい

か ない,と い うことになっているわけです。そのた

め に,シ ーム レス化 だ とか,バ ーチ ャル化 だ とか,

グローバル化 だ とか,様 々なコンセプ トをつ くりな

が ら,こ れか らの展 開があ るだ ろうと思 われ ます。

一例 をあげれば
,現 在 エ レク トロニ ック ・コマース

とい うプロジェク トが進 んで お ります。我 々 もそれ

に参画 させて頂 いてい ますが,い ずれはやは り電子

的に取引がで き,決 済が電子 的に行 われる時代 に入

ってい くことは間違い ないだろ うと思 うわけです。

2.情 報 ネ ッ トワー ク化 によ る企業 革新

さて,情 報ネッ トワーク化がどんどん進んで,い

ろいろな人がそれを活用するようになって来ていま

すが,こ れは情報化 の世界 とい うものが どん どん広

が りつつあ るとい うこ とです。そ こで,分 か りやす

い例 とい うことで,例 えばNECと いう企業では どう

い う具合 にそれ を活用 しているか とい うところか ら

お話 をさせ ていただきたい と思 います。

当社 は,連 結 で の売 上 が この3月 期 に は4兆

7,900億 円 に行 くだろ う と見込 まれて い ますが,そ

の うちの約3割 が海外事業 です。海外 で事 業を展 開

して行 く中では,い ろいろな地域 に拠 点や工場 を置

きなが ら,世 界中 に分散 した姿で事業 を展開 してい

く,と い うことにな ります。そ うします と,当 然 そ

の中を飛 び交 う情報 とい うのは非常 に重要 になるわ

けです。私 どもが最初 に米 国 との テ レビ会議 を導入

したのは1982年 であ り,電 子 メールの は しりも85年

に入れてお ります。 お恥ずか しい話 を申 し上げれば,

この ときは,導 入 したけれ どもなかなか上手 く使 い

こなせ なか ったのです。何故 か と申 します と,昔 の

コンピュー タシステム を頭 にイメージ しなが らや り

ましたので,集 中方式,す なわち大 きなコンピュー

タを我孫子事業所 に置いて,そ れで全社で使 ってい

こうとい うもので した。 しか し,利 用が伸 びて きた

らす ぐパ ンク して しまう,そ れに時間が かか って し

ょうがない,こ んなもの イライラして使 えるか,と

い うわけです。 ですか ら,電 子メールに しても,最

初 は こうい う具合 に集 中システムか ら出発 したので

すが,小 型 で,安 くて,い いサーバーが世の中 に現

われる ようになって,結 局は クライア ン ト/サ ーバ

ー と言 われる
,パ ソコンの端末 と,そ れか ら交通整

理 の役 目を して くれ るサーバーの組み合 わせ による

分 散型 の システ ムに大 き く変 わ って行 った わけで

す 。その過程で,実 は電子 メール とい うのが非常 に

普 及 して きたのです 。

私 は1989～93年 まで北米現地法 人の責任者 を して

お りま した。社員 は多 くがア メ リカ人で,8,000人

お りま した。 そ ういう中で責任者 と して商売 を して

い るときに,周 りで どん どん情報化が進んで きたの

です。そ してある ときお客 さんか ら,手 紙で返事 な
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んて くれるな,電 子 メールで よこせ と言 われたので

した。 これにはシ ョックを感 じま した。 それ じゃあ,

とい うわけで電子 メールを導入 させ たわけです。91

年の ことです。 これ を日本 のNECで 導入 しようとし

た ら2年 以上かか ったん じゃないか と思い ます。 と

ころがアメ リカとい うのは面 白い国ですね,号 令 を

かけた ら,何 と2ヵ 月間後に 「社長,あ なたが入 っ

て くれない とみん な困 るって言 って ます 。」 と言 わ

れ たの で す 。 も うそ の時 に は社 内 の加 入者 数 が

1,000を 超 えてい ま した。 まあ ともか くそ うい う環

境が で きてい るんですね。環境がで きている もんだ

か ら導入 しは じめる と早い のです 。 とい うことで,

まず北米に導 入 し,そ れか ら,日 本側で も新 しいネ

ッ トワー クを導入す ることを,ア メ リカ側か らもぎ

ゃあ ぎゃあ言い ま して,結 局92年 か93年 あ た りに,

私 どもはグローバ ル電子 ネ ットワーク とい うもの を

導入 したわけです。

この図は当社の通信 回線 ネ ッ トワー クです(図2)。

この通 信 回線 には電子 メー ル も,テ レ ビ会議 も,

FAXも 乗 っか ります。 これは コモ ンキ ャリアか ら回

線 をリース しま して,世 界 ネ ッ トワー クを組 んでい

ます。今,世 界中で,ア メ リカ と,日 本 と,ロ ン ド

ンにいちお うハ ブと呼 ばれる中心 を置 いてい ます。

こ うい う具合 に三角形 に しているのは,ど こかの回

線がダウン したら商売 にかかわ りますか ら,セ キュ

リテ ィのため に三角 ネッ トワークに してい ます。東

▼図2

卜・r三ζ.NECの ク◆ローハ◆ル田ネ¶トワ→ 綱 領ロ曝』白鴎

南 アジアは日本 か ら近 いので直通のデ ィジ タル回線

を リース してい ます。ア メリカは国土 も広 い し,ト

ラフ ィック量 も非常 に多いので,ア メ リカの中はニ

ュー ヨーク と,西 海岸のサ ンノゼ と,ダ ラスを先ほ

どと同 じように三角形 に結んで,そ れに私 どもの各

工場や,商 売の拠点な どを全部つ なげてい ます。今,

私の机の上 にある端末 には,ど こか らで もメールが

入 って くる し,こ ち らか らも何 か言 ってやろ うと思

えば,す ぐキーボー ドをポ ンポ ンと打てば,途 中の

ネ ッ トワークの ことなんか何 も心配 しな くて もバ ー

ツと相 手へ い っち ゃう,と い う状態 になってい ま

す。

また,NECの 本社 ビルの デ ィシジ ョンルームは,

役員会 なんか をやる ような部屋ですが,そ の壁 にテ

レビ会議の画面が出て くるわけです。当社 は,今 ニ

ュー ヨークとボス トンと,そ れか らロン ドンに駐在

役員 がお ります。取締 役会は,ま だ商法では全員集

まらない と取締役会 とい うことにな らない ものです

か ら,こ れでは残念 なが らで きない状況です。 これ

も早 く認めて貰 える ようにな りたいなあ,と 思って

いる わけで あ ります が,経 営 会議 だ とか常務 会 は

内々の会議ですので,こ れは大体週1回 のペースで,

このネ ッ トワークを通 して会議 をする ことに してい

ます。 ところが これだけ科学技術 が発達 して も,地

球が丸い,と い うことだけはどう しようもないこと

です。地球が丸 ければ時差があ るわけで,東 京で朝

9時 から会議 をや ります と,ニ ュー ヨー クでは夜7

時か らとい うことにな ります。 こう した時差 の問題

はあ りますが,そ れ によって自然 と共有 しなければ

いけない情報 の交換 とい うのが その場でで きて くる

のです。 コンセ ンサスがその場 で図 られれば,あ と

は地域 の状況に応 じて どん どんや りなさい,と い う

ことになって くるわけで,こ れ も大変大事です。

*

それでは,私 が こ うい う情報 システムを 日頃 どう

い う具合 に使 っているか,ち ょっとデモ ンス トレー

シ ョンしてみたいと思います。朝会社 へ行 きます と,
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まず は電子 メール を見 るんですね。 アメ リカで も,

私が滞在 していた時期 ですか ら,93年 頃の時点で ア

メリカのCEO(最 高経営 責任者)の60%は,ま ず真

っ先 にスイ ッチ を入 れて電子 メール を見 るのです。

ご承知の とお りアメリカではCEOと い うと,パ ソコ

ンなんて触 ったこ との ない ような,フ ァイナ ンス部

門出身の方 が相対 的には多いわけです。 けれ どもや

っぱ り必 要な情報 のツールだ った ら,そ れは もう ど

んどん使 っていこ う,と い うのが,ア メ リカの プラ

グマ テ ィズム とい うこ となんだ と思 うわけですが,

まず はこれ を見 るのです。経営 に必 要な情報 を知 ら

ない とやっぱ り経営がで きない,と い うこ とですか

ら,だ か ら情報 にアクセス してやろ うとい うことに

なるわけです。

これはナ ビゲーター と言っているんですが,当 社

のス ターオフ ィスの画面です(図3)。 ナ ビゲーター

とい うのは まあ言 ってみ るな らば こうい う情報化 の

世界が私 の机 の上の仕事 を全部 この中に吸収 しちゃ

お うとい う考 え方で,こ のナ ビゲー ターの然 るべ き

ところを指 してい けば,い ろんな仕事,い つ も紙の

上でや っている仕事 に全部電子 的にアクセ スで きる

とい うことです。スケジュール とか,新 聞 とか,時

計,そ れか らこれはメールですね。 メール に もい ろ

いろあ りま して,ス ターオフィスの メール,そ れか

らCC:Mailが あ ります。 また,横 の地球儀 を選ぶ と,

これ はインターネ ッ トに接続で きるのです。それか

ら経営上必 要 とする ようない ろいろなデー タ,そ れ

▼図3ス ター オフ ィスの画 面

をADSS(AdvancedDecisionSuppOrtSystem)と 私 ど

もは言ってお りますけれ ども,そ の ようなシステム

が入 っているの です。電話帳 も入 っている,退 屈す

れば ゴルフゲーム も入 っている,と こうい うことで

す。

例 えばメールとい うことでい くな らば,い ろんな

メールが 日々飛 び込んで きます。多い 日,少 ない 日

があ りますが,ま あ今 の ところ我慢で きる程度 の数

です。あ ん ま り非 常識 なメールは入 って きませ ん。

ただち ょっ と寂 しいのは,ア メ リカか らの メール よ

り日本 でのメールが少 ない ことです。 アメリカ時代

には これ以上増 えたらどう しようか,と 考 える よう

な状況 だったわけですが,こ れはまだ日本の環境が

十分熟成 してい ない ということであ りま しょう。

いろいろな連絡 もそ うですが,私 自身非常 に便利

に してお りますの は,社 長 な どとい う立場 をやって

お ります と,あ っ ちで講演 を しな くちゃいけない,

こっちに寄稿 しな くちゃいけない,そ れか ら年頭に

なれば訓辞 をや らな くちゃいけない,新 入社員が入

った ら訓辞 をや らな くちゃいけないわけです。 これ

をみんなア ドリブでや っつける とい うわけにもい き

ません。私 の ところには有能なス タッフがお ります

が,彼 らが作 って くれ たもの を棒読 みにで きるか と

い うと,や は りそんなことはで きないんですね。実

際 には私 自身,経 営 とい う立場 で咀噌 を しなが ら,

それ を訴 えかけてい くとい うことな しには仕事 にな

りませ ん。 そうい う意味 で,私 などはこの原稿作 り

が,昔 は悩みの種 であ りました。 とセ うが,今 はパ

ソ コ ンに向 かい なが らル ンル ン気 分 でで きるの で

す 。今 年の年頭訓辞 を昨年暮れ に作 った ときには,

スタ ッフとメールのや り取 りを じゃん じゃかや りな

が ら追加や修正 を赤で付 け加 えた りしま した。そ う

す る とまた緑で彼 らがそれに コメ ン トを付け加 えた

や つが送 られて くるのです。緑 とか,赤 とか こうい

う色分 け もしなが ら,誠 に自由 自在 に意見のや り取

りを しま した。そ うい うことをする うちに,変 な話

ですけれ ど も私 自身,思 想 の整理がで きて くるんで
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すね。思想の整理 ということは,こ れはや は りひ と

つの創造活動です。つま りこうい う過程 の中で原稿

を他 の入に外側か ら見 て もらって,コ メ ン トを もら

った りしてい るうちに,だ んだんそれが まとまって

くるのです。 そうい う意味 ではこれか らの時代 の創

造性 発揚 を助 けて くれ る有効 な手段で もあるとい う

こ とです。

英語の場 合 も,正 月の休み に海外 にある海外法人

向けの年頭訓辞 を作 ったのですが,幸 いな ことにニ

ュー ヨークは1月2日 か ら出勤 ですので,ニ ュー ヨ

ークの現地人社員 に原稿 を送 りました。そ うした ら

また真 っ赤 に直 して きま した。私 は自宅の端末 もネ

ッ トワーク してお りますので,大 変効率的 に仕事が

で きま した。

それか ら当社 と して も情報発信 をインターネ ット

を通 じてや ってお ります。 これが情報発信の例で ご

ざい ます。い ろんな当社の製品な り,経 営方針 な り,

そんな ことも含め ま して,情 報発信 を世界中に行 っ

てい ます。

あと株価 ですね,こ れ も外部 のインフ ォメー シ ョ

ンサ プライヤーの ものをサ ブス クライブ してい るわ

けであ ります。株価変動 も私は1日 何 回 も,一 体 ど

うい うふ うになっているのか と,日 経平均 は どうだ

とか,当 社 のは どうだ,関 連会社 のはどうだ,と 一

喜一憂 しなが ら見 てい る訳 です。それか らまあ人間

誰 しも退屈す るところが あるわけですが,時 々退屈

した らパ ッとゴルフゲームを引 っ張 りだ してそれを

や って晴れ晴 れ してか らまた仕事 に戻 るとい う,こ

うい うこともで きるわけでござい ます。

*

こ うい う情 報 ネ ッ トワー ク利 用の広 が りのなか

で,ま さにPC1人1台 時代 とい うこ とがつい去年

あた りまで言 われ てお りま したが,今 や1人 複数端

末時代 に入 ってい ます。現 に私の使 ってい るパ ソコ

ンは6台 あ ります。基本 的 にはオ フィスでの利 用が

中心 になってい ますが,そ の他 に自宅に も業務 用の

端末 があ り,こ れはISDN回 線 で会社 のPCに リンク

してい ます。外 出の際 にはモバ イルギヤ とい う携帯

用 の簡単 な端末で情報 を授受 してい ます。 それか ら

出張 でモバ イルギヤだけでは用が足 りない とい うと

きは98NOTEを 持 ってい きます。 また,出 張 に行 っ

た ときは,我 々の関係 会社 は世界 中 どこへ行 って も

電子 メールが導入 されてい ますので,他 人の端末 を

借 りて送信 するこ とがで きるのです。メールは他 人

の名前で送信 されるのですが,中 をよ く読 んでもら

えば私か らだった,と い うこ とが分か ります。まあ

こうした使い方 を してい ます と,も う1人 複 数台端

末の時代 になって きた ということを感 じる訳です。

さて,電 子 メールの良い点は,何 と言 って も生の

情報が入って くる とい うこ となんです ね。それか ら

ノ ンリアル タイムだ とい うこ とです。 これは,自 分

の好 きなときに出せば,向 こうの好 きなときに返事

が返 って くる とい うことです。大体皆 さんお忙 しい

方で,電 話で はなかなかつか まらない とい うな らば,

結果的 には このほ うが確実 に,却 ってスピー ドも早

く交信 がで きるとい うことです。それか ら,先 ほ ど

も申 し上 げま した ように,い ろんな意味での グルー

プの コンセ ンサ スづ くりに これ ほど便利 な もの はな

い わけです。話 を聞いてない,け しか らん,な んて

い う話 も出 てこないんですね。み んなCCで 一斉 に

コ ピーを送 ることがで きますか らね。話 を聞いたあ

と,意 見があれば言 って くればいいわけですか らね。

日本 のコ ンセンサス社会 にも,こ のや り方はな じむ

と思います。

それか ら一方で,組 織形態 とい うこ とでい くなら

ば,情 報 は組織の壁 を越 えて 自由に行 き交 うこ とが

で きます ので,組 織 の階層圧 縮のニ オイが します。

この前,NHKの 番組 で,あ る会社 に よっては社 長

と,あ とは担当の社員だけで会社 を運営 する という,

組織形態 も夢 では ない とい う放送 をしてい ま した。

もっ とも階層 とい うのは,何 も情報 を聞 くだけが階

層 じゃないわけで,判 断 をしな くちゃいけ ない とい

うことがあ りますか ら,私 が階層圧縮の 三才イがす

ると申 し上げたのはそ うい うことです。 しか し何 と
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い って も大事 なのは,創 意あ る発 想の高揚 です。 こ

うい う電子 メールの ような手段 とい うのは試行錯誤

で利用 してい くことが重要 だ と思い ます 。試行錯誤

とい うのは実は創意 その もの なんですね。です か ら

これか らの時代 とい うのは,ま す ますそ うい う創意

をどうい う具合 にシステマ テ ィックに産み出 してい

くかが大切です。そ うい う意味でい くな らば情報化

ツールは,我 々の隠れた創意 を引 っ張 りだ して くれ

る。 そうい うツール として非常 に大事だ とい う具合

に考 えてお ります。我 々企業 の人間 にとって見るな

らば,こ れか らの時代 は全社員が創意や活力 をもっ

てイ ノベ ーシ ョンを進めていかなければい けない と

い うこ とですか ら,と にか くPCを1人1台 は導 入

し,そ の活用 を通 じて創意 を発揚 して もらって,そ

れ をベースに経営革新 を進 めてい く。そ ういう意味

で経営 革新 の手段 として言 うな らば また とない手段

だと思い ます。

3.マ ルチ メデ ィア時代 の企 業経 営

さて,最 後にこういう新たな時代の企業経営 とい

うことについてお話 したいと思います。既にいろい

ろな面での構造変化 ということを申し上げ ました

が,そ の中では企業にも新たな創造 と革新の推進が

必要 とされているといえるで しょう。そういう中で

私が今考えてお りますのは,ま ず第1に 「マルチメ

ディア事業の本格化」ということです。私 どもは情

報産業にあって情報機器を販売 しているわけです

が,そ の原点はユーザーが1青報化の中から効用を得

ていただ くことが我々の事業の発展につながってく

るということでありますので,そ ういう意味でい く

ならば,こ れからのマルチメデ ィア時代に向けて顧

客価値指向の商品を積極的につ くりだ していかなく

てはなりません。その際,顧 客価値というのはこれ

からの経営の中のひとつの重要な視点 じゃないかと

いう具合に思っているわけでございます。従って顧

客価値に焦点を合わせながら事業展開をしていかな

くてはなりません。このことは先ほど申し上げまし

た ように,情 報化の様態がユ ーザ ー主導型 にな って

い ると,も う当然の ことなんです ね。ユ ーザー主導

型 になっているが故 に,や っぱ り顧客価値 とい うと

ころに重点 を置 きなが らやっていかなければいけな

い とい うこ とか と思い ます。

それか ら 「グローバ ル カンパニーへの基盤 強化」

とい うことでご ざいます。 これは当社 は先 ほど申 し

上 げま した ように3割 が海外 事業ですが,そ の海外

事業のため にグローバ ルカンパニーに しなけれ ばい

けない とい う時代 は もう過 ぎたとい うことです。わ

が 国の経 済 ・市 場が オープ ン化 され て きて い る以

上,そ の 中で国際競争 が起 こってい る,と い うこ と

です ね。秋葉原 は昔バ イヤーが来ていたのが,今 は

外 国セールスが どん どん入 り込 んで我々 と競合 する

ようになってい る,と い うこ とです し,ま た我 々の

現 地生産 した ものが,ま たバ ック して くるわ,部 品

類 も輸入部 品が どんどん増 えているわで,否 応 な く

そ うい う国際化の環境 になって きている とい うこと

であ ります。それか ら,そ うい うこ とに対応 してい

く上では,先 ほ どのグローバル ネッ トワークとい う

のは手段 と して大変役 に立つ,と い う具合 に思 って

い るわけです。

それか ら 「創造 的な企業文化の構 築」 ということ

で あ ります。何 といって もこれ だけ革新 が起 こ り,

構造変化の波が押 し寄せ てい る中では,も う昨 日と

同 じことをやっているのでは勝 ち残 っていけない わ

けです。 したがって,や は り常 に創造 と革新 を求め

ていかなければな らない と思 うわけですが,そ うい

う創造 ・革新 をやってい くため には創造 的な力 をか

きたてる ような文化 というのが 不可欠 になって きま

す。 それか ら,も うひ とつ大事 な ことは,「3人 集

まれ ば文殊の知恵」 とい う言葉 もあ りますが,ほ ん

とうの創造 とい うのは,結 局 は個人 の頭の 中か ら出

て くるんですね。 日本 とい うのは何 といって も集団

主義 の国です 。集団主義 とい うの も,調 和 を図 り,

協調 をしてい くとい う意味で世界に類 を見 ないよう

な大 変すば らしい文化だ と思い ます。現実 に,我 々
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の経営面でい くな らば,ハ ー ドウェア生産の場 面で

はQCサ ー クル活動 な どのい わゆる小集団 で知恵 を

集めてや っていこ う,と い うことが,非 常 に大 きな

力 になったのです 。 しか しなが ら,こ うい う情報化

の時代 になると,ち ょっと様相 がちが ってきてい ま

す。や は り情報化 の時代 にソフ トウェアを使い こな

し競争力 を高めてい く,と い うような ことになって

きます と,こ れは集 団で集 まって,コ ンセ ンサ スを

とっているだけ じゃで きない,と い うことになって

きます。 どう して も個人主義 一個入主義 とい うと利

己主義 と間違 えられて しまう といけ ないので,あ え

てイ ンデ ィビジュア リズム とい いますが,個 々人の

発想 を尊重 し,個 人の尊厳 を尊重す る,そ うい う意

味でい う個人主義 一これ と日本 的な集 団主義 を何 と

か うま く融合 していか ない と,こ れか らの競争力 と

い うのはでて こない,と 思 うわけであ ります。 これ

を私 は 「柔 らかい個 人主義」 と言ってい ます。柔 ら

かい という意味は,集 団主義の調和感で和 らげ られ

た,し か しなが ら個 人の創意 を発揚す る,そ うい う

柔 らかい個人主義の企業文化 をつ くっていかなけれ

ばな らない思 うわけでござい ます(図4)。 また,そ

の ときに,情 報 ネッ トワークとい うの は非常 に有効

▼図4

1＼rl三r二

新たな企業文化の賠成
●情』

■レ 「柔らかい個人主養」の企集文化

な武器 になる と私 は考えています。

*

ところで,こ の ような革新経営 時代 のキーワー ド

をい くつが挙げう と言 われたな らば,敢 えて私 はこ

の3つ を挙 げたい と思い ます。

まず最初 は 「ネ ッ トワー キ ング」,ネ ッ トワー キ

ング とい うのは,今 お話 申 し上 げま した ような,そ

ういう情報 ネッ トワーク を思い浮かべて結構 でござ

い ます けれ ど も,当 然 これ には人 と人 との協 力,

我 々の組織 の中でい きますな らば,例 えば本社 と海

外 にある工場 との ネッ トワーク,そ うい うことの協

力 ・連携,あ るいは納入業者 さん とのそ うい う協力,

いろいろな意味で ネッ トワーキ ングとい うのはいろ

いろな局面 でこれか ら必 要になると思 うのです。 そ

うい う意味 では大変重要なキーワー ドである と思 う

わけでござい ます。

「エ ンパ ワーメン ト」 とい うのはあ ま り聞いたこ

とがない という感 じですが,こ れは読 んで字のご と

くパワーを与 えるとい うことです。パ ワー を与える

とい うことは,い わゆ る主体性 だ とか,自 律性 だ と

か,独 立心 だ とか を高揚 させ てい こうとい うことで

す。実はアメ リカのビジネス プロセス リエ ンジニア

リングでは,数 多 く出て くる言葉です。

「ク リエ イテ ィビテ ィ」 とい うの は,こ れ は今 まで

いや とい うほ ど言 って参 りま した,創 意発揚の こと

です。や は り考えてみる と,こ うい う3つ のキーワ

ー ドとい うのが ,こ れか らの情報化時代,マ ルチメ

デ ィア時代の キー ワー ドになるん じゃないか と思 っ

ておるわけで ござい ます。 たまた まこの3つ の言葉

の頭文字 を上 か ら下へ読 んでみ ます とNECと なっ

ている という冗談 を申 し上げ まして,私 の話 を終 わ

らさせ ていただきたい と思い ます。 どうもあ りが と

うございま した。
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第1回KMCプ 緯グラミング・コンテス ト

先端情報技術研究所 第五世代普及振興部

当協会先端情報技術研究所(AnTEC)で は,第 五

世代 コ ンピュータ技術研究成果の普及促 進事 業の一

環 と して 「KLICプ ロ グラ ミング ・コ ンテス ト」 を

実施 しま した。 ここに,そ の結果 をご報告 します。

KLICは 日本 が 産 ん だ 最 先 端 技 術

klCは,日 本の第五 世代 コ ンピュ ー タプ ロジェ

ク トが産み,育 て上 げた並 列論 理型言語KL1の 汎用

機上の処理系です。KLICは,KL1と その実装 の技術

をで きるだけ多 くの人々に,シ ステムを使い なが ら

真 に知 って頂 くこ とを目的 と して 開発 された もの

で,現 在AnTECでwwwを 通 して公 開 してい ます 。

さらに,日 本各地の大学 な どで利用講習会 を開催 す

る こ とによって,利 用 者 の拡 大 に も努 め て きま し

た。

その結果,KLICを ダウンロー ドした方 は,平 成

8年12月 末 で1,000人 を超 えま した。 しか し,来 る

べ き本格的 な並列 ・分散処理の時代 に備 え,日 本の

ソフ トウェア技術 の競争力 を確保す るため にも,わ

が 国の オリジナル な技術成果 であるKLICの さ らな

る普及が必 要 と考 えられ ます。

そ こで考 え出 されたのが,今 回のKLICプ ログラ

ミング ・コンテス ト(愛 称:ク リコン)で す。

今 年 はク リコンをや ってみよ う

新 しいプログラミング言語 を学ぶ時,誰 かから教

わるということも重要ですが,実 際にプログラムを

作成 してみて,動 か してみるという"体 験"は もっ

と重要です。KLICの ような高級言語は,こ の"体

験"に よって,そ の良さが伝 わ りやす い とい う特徴

もあ ります。 このため,コ ンテス トにあたってはそ

の部分 に焦点 を当てて実施す ることとしま した。

コンテス トの実施 経緯

KL1/KLICを 産み,育 て上げている,日 本の並列

記号処理分野における第一線級の研究者の方々に委

員 として協力を得て,コ ンテス ト実行委員会(委 員

長:溝 口 文雄 ・東京理科大学教授)を 発足 させま

した。そ して,平 成8年6月12日 に第1回 実行委員

会を開催 し,コ ンテス トの実施方法や課題作成,お

よび審査方法 と分担などについて検討 しました。

応募締切の12月19日 までに,社 会人の方々か らの

応募を含め,最 終的に77件(グ ループ参加 を含む)

とほぼ期待 どお りの応募があ りました。これ らの応

募作品の中から,3部 門(与 えられた課題を逐次,

あるいは並列の動作環境において解 く 「逐次環境部

門」 と 「並列環境部門」,課 題セ動作環境 を問わな

い 「自由課題部門」)に ついて審査 を行い,20ペ ー
よ

ジの表に示すとお り受賞者が決定 しました。表彰式

もネットワークの時代 にふさわ しいWWWを 用いた

サイバー表彰式として行いま'した。

ネ ッ トワ ー ク時 代 を駆 け 回 っ た ク リ=1ン

今 回のコ ンテス トを実施 しての印象ですが,ま ず

「やは り,今 はネ ッ トワーク時代 だ!!」 とい うこ

とです。

コ ンテス ト実行委員 会のメ ンバ ーは,さ まざまな

大学,企 業 にいる方々です。初め ての コンテス トの
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表 「第1回KLICプ ロ グラ ミング ・コ ンテス ト」の入 賞者

【逐次環境部門]

○最優秀賞 北陸先端科学技術大学院大学

○優秀賞 東京大学工学系研究科情報工学専攻

○佳作 東北大学大学院情報科学研究科情報基礎科学専攻

味松康行殿

宇佐 治彦 殿

寺西 克敏殿

【並列環境部門】

○最優秀賞 該当看なし

○優秀賞 東京大学工学系研究科情報工学専攻

○佳作 京都大学工学部情報工学

宇佐 治彦殿

大野和彦殿

【自由課題部門】

○ 最優秀賞 早稲田大学大学院理工学研究科情報科学専攻

○優秀賞 東京大学工学系研究科情報工学専攻

○佳作 京都大学大学院工学研究科情報工学専攻

○技術賞 東京工業大学

長 健太股

荒木拓也殿

津邑公聴殿

名取 伸殿

実施のために頻繁 にA皿ECに 出向いての会議が 開か

れたので はないか と想像 され るか もしれ ませ んが,

実際は コンテス ト実施 関係者全員が顔 を合 わせ たの

は,審 査の会議 も含め,4回 で した。 コンテス トの

企画 を詰め,実 施状 況 を報告 し,問 題 が起 こればそ

れ を通知 し,解 決策 を検討 し,そ して審査 に至 るこ

れらのや りとりのすべてが電子 メールで行 なわれま

した。

メール/ネ ッ トワークの威力 は,コ ンテス トの実

施だけ に発揮 され たわけではあ りませ ん。 コンテス

トの広報活動 を容易 に した ことは もちろん,コ ンテ

ス ト参 加者 にとって は地理的制 約 を も解消 しま し

た。

今 回のコンテス トは初 めての ため,そ の存在 を知

らせ る広報活動は特 に重 要で した。そ こで今 回の コ

ンテス トでは,AmECNews,ニ ュース グル ープ,ホ

ームペ ージ
,メ ー リングリス ト,NIFTY・Serveな ど

を通 じた電 子 的 な広報 活動 を積極 的 に行 ない ま し

た。 これ らは,そ の 日に決 まった ことや,応 募状 況

な どホ ッ トな情報 を知 らせ るの に大変 役立 ちま し

た。

また,締 切直前までプログラムを改良して応募 し

てきた参加者が多数見られました。実際,締 切1分

前(真 夜中)に 仙台から応募 してきた参加者もいま

した。つまり,ネ ットワークを使うことによって,

応募者が全国のどこにいようが地理的制約が全 くな

かったのです。

「地理的制約がない」と言えば,審 査においても

同様なことが言えます。この地理的/時 間的制約の

ない審査環境が詳細な評価データを取ることを可能

にし,厳 密にかつ公正な審査 に寄与 したと言えま

す。

「相手を知 らないまま,顔 を合わせずに技を出 し

合う試合をしているようで,本 当に不思議な感 じの

コンテス トでした。」 という参加者の言葉 と,初 め

ての企画にもかかわらず,第1回 の実行委員会から

たった半年後に表彰式を行 うことがで きたという事

実が,ネ ットワークを最大限に利用 したコンテス ト

であったことを示 していると思います。
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並 列 マ シ ン が足 りな い!

さて,今 回のコ ンテス トは蓋 を開けてみ ると,日

本 の コンピュータの並列環境 を色濃 く反映 させた も

ので もあ りま した。並 列環境部 門の応募作品15点 の

プログラムを審査 してみる と,並 列 プログラムを高

速 にす るための改良が十分 に行 なわれた ものはご く

少数で した(そ の結果,並 列環境 部門の最優秀賞 は

「該当看な し」 とな りま した)。 これは,諸 外国,特

にアメ リカに比べ,日 本の大学や会社 など身近 なと

ころに 自由に使 える並列 マシ ンと環境が極めて少 な

く,並 列 プログラム を容易 にチューニング して高速

化 で きる状況 にはない とい うことを示 している と思

い ます。

これは,わ が国が来 るべ き本格 的な並列 ・分散処

理の時代 にお いて 日本の ソフ トウェア技術の競争力

を確保 しようと考 える と き,憂 えるべ きこ とです。

この現状 を打破する には,ま ず,コ ンテ ス ト主催 者

側が応募者の利用 で きる並列環境 まで準備 し,応 募

者が プログラムを容易 に改良で きる仕組 み を用意す

る必 要があ ると思 われ ます。 この ような反 省か ら,

次 回の クリコンでは参加者 に但TECの 並列マ シ ンを

開放 する予定で検 討 を行 ってい ます。

KLICの 今後 を考 え させて くれた ク リコ ン

また,今 回のコンテス トは,日 本の並列記号処理

分野の第一線級のコンテス ト実行委員会のメンバー

の方々にも,結 果的に有意義な経験 と今後の課題を

残すものにな りました。

コンテス トの課題作成にあたって,よ り多 くの人

がコンテス トに参加 して貰えるように,で きるだけ

身近なものを題材 として取 り上 げることに しまし

た。そのような課題候補作成の中で,並 列処理 され

る問題が身近に多々あることが再認識されました。

また,審 査 を通 して,同 じ課題に対する多くのプ

ログラムを実際に見ることによって,「豊富 な実例

により記述法のよい考察ができた」 と感想を持たれ

た方 もいました。逐次環境部門の応募プログラムが

KLICの 逐次処理 系の上 で よ くチ ューニ ングされ て

いたのに比べ ,並 列環境 部門ではチ ューニ ングが不

十分 であ った現状 か ら 「並列 プログラ ミングの高速

化 の改良法 に関する研究や技術の確立が急務 だ」 と

指摘する方 もい ました。 自由課題 部門では,イ ンタ

ー ネッ トのブラウザ に関連 した ものや ビジ
ュアルな

もの も多 く,KLICが 時代 の流れ を受 け,新 しい局

面 を迎 えつつあ るこ とが明 らか にな り,KLICの さ

らなる可能性 をコンテス ト関係者一同,実 感す る も

の とな りま した。

話 題 の サ イバ ー表 彰 式

今 回の コンテス トの最後 として 「第1回KLICプ

ログラミング ・コンテス ト」 の表彰式が平成8年12

月19日 に 「サ イバー表彰式」 と して行 われ ました。

物理的 に移動する ことな く,い ろいろ な方 がいつ

で も参加で きるよう,WWWを 利用 しての 「サ イバ

ー表彰式」 を 日本で初めて実現 しました
。 ネ ッ トワ

ー ク時代 を象徴 した
,今 回の コンテス トの最後 にふ

さわ しい表彰式だ と言える と思い ます 。

〔http:〃www.icot.or.jp1AITEcに ア ク セ ス して下 さ い 。 「サ イ バ ー 表 彰 式 」 に 参 加 で き ま す 。 〕

▲サイバー表彰会場
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世 界 規 模 の ク リコ ン に育 て た い

今 回,初 め ての 「KLICプ ログラ ミング ・コンテ

ス ト」 を実施 してみて,こ れ まで述べ たように,い

ろいろ有意義 な結果 を得 るこ とがで きました。 また,

種 々の問題点はある ものの,そ れ らを解 決 しつ つ続

けてい くべ き企画 だと考えています。

今 回は日本国内 を対象 に実施 しま したが,今 回の

ようにネ ッ トワー クを有効 に活用すれば,地 理 的制

約は解消 され ますか ら,今 後 は海外の方々に もコ ン

テス トに参加 して もらお うと考 えてい ます。 日本が

産み だ した世界に誇 れる最先端の ソフ トウェアの力

を世界 レベルで通用 させ るため には,こ の ようなコ

ンテス トが世界規模 で実施 で きるものになってい く

こ とが重要なのではないで しょうか。

「KLICプ ログ ラ ミング ・コンテス ト」 がその よ

うなコンテス トに育ってい くよう,AnECで は さま

ざまな試み を今後 も積極 的に行 ってい きたい と考 え

ています。

吉窪
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会㊥③9⑨

金織鍵八難戯壕 る

(株)さくら銀行

ネットワーク業務部 調査役

西山 隆也

先 日,休 暇を利用 して上海を訪れた時,上 海市内

の様子が刻々と変化 しつつあるのを感 じた。特にこ

の1年,地 下鉄の開通や高層 ビルの構築 ・広域の地

域開発等 と大 きく変貌 を遂げている。今回,上 海の

街を歩いていて何気な く電話局に入ったところ,突

然足を止めて しまった。電話局内にある電光掲示版

から 「電子情報交換(EDD」 という文字が目に飛

び込んで来たからだ。内容については,文 字 を解釈

しようとした瞬間に次の情報に変わってしまったの

で定かでないが,「 中国にもEDIが 浸透 しつつある

のか。」と感 じた。

日本ではここ2～3年 前から 「EDI」という言葉

が新聞紙上に出現 して,各 業界 ・グループ間で実用

化 されて きてい る。金融業 界で は,従 来か ら,FB

(フ ァームバ ンキ ング)・HB(ホ ー ムバ ンキ ング)

といったエ レク トロバ ンキ ングを通 じて送金依頼 ・

残高照 会 ・取引明細照会等 をあ らか じめ決め られた

デー タフォーマ ッ トを利 用 して,お 客様 と金融機 関

の間で情報等 のや り取 りを行 ってお り,こ れ もEDI

の一種 と考 えられる。

全 国銀行協会連合会は平成8年12月16日 よ り 「マ

ッチ ングキー(20桁)方 式」 による金 融EDIを ス タ

ー トさせ た。 これは,従 来の企業 間の商取 引におい

て,受 発注や納 品,支 払 明細,請 求明細 等のデー タ

を業界VAN等 を介 して電子的に交換 し取引 に伴 う事

務処理 を効率化 する動 きと,受 注企業 において,発

注企業 との資金 決済に際 し,金 融機 関か ら送 られ る

入金通知 と発注企 業 との間で交換 され るデー タ 「マ

ッチ ングキー(照 合 キー)」 を用い て連動 処理 を可

能 と して 「売掛金 の消込み事務 」の 自動化 を促進す

ることを目的 としている。

*

マ ッチ ングキー を利 用 した金融EDIの 流れ をご説

明 します(図 を参照)。

(1)発 注…発注企業(買 主)は 受注企業(売 主)に

図 マッチングキーを利用 した金融EDIの 流れ

発注企業

買主

(3)マ ッチ ング

キ ー設定

(1)発注 データ

(2)請求明細データ

(4)一② 円支払 明細 データ+マ ッチ ングキ ー

受注企集

売主

(6)売掛金消込

(4)一①振込依頼 デー タ

+マ ッチ ングキー

F8シ ステ ム FBシ ステム

(5)一② 振込入金通知 デー タ

+マ ッチ ングキ ー

取引銀行
A

(5)一① マ ッチ ングキー付振込情報 取引銀行
8
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対 し,発 注デー タを送付す る。

(2)請 求…受注企業 は発注企業 に対 し,請 求明細 デ

ー タを送付す る。

(3)マ ッチ ングキーの設定…発注企業は,請 求明細

デー タに基づ きマ ッチ ングキーを設定す る。マ

ッチ ングキーは20桁 以内で,使 用で きる文字は

数字,英 大文字,カ ナ,「¥」 等 の記号 です。

(4)振 込依頼 と支払情報 の送付(発 注企業)… ① 取

引銀行Aに 対 し,受 注企業 あての振 込依頼 デー

タにマ ッチ ングキー を付 してFBシ ステム等 に

よ り送信す る。② 送信す る際,受 注企業 に対 し,

同 じマ ッチ ングキーを付 した支払 明細デー タを

送信す る。

(5)銀 行 間の処理…①取引銀行Aは,受 注企業の取

引銀行Bに 対 し,マ ッチ ングキー を付 した振込

情報 を送信す る。②取 引銀行Bは,送 信 された

振 込情報 に基づ き受注企業 の口座 に資金 を入金

す るとともに,受 注企業に対 し振込入金通知デ

ー タにマ ッチ ングキ ーを付 してFBシ ステム等

によ り送信 する。

(6)売 掛金 の消込み…受注企業 は,取 引銀行Bか ら

送信 されたマ ッチ ングキー と,発 注企業か ら別

途送付 されたマ ッチ ングキー とを照合す ること

によ り,該 当す る売掛債権 を特定 し,売 掛金の

消込み を自動 的に行 なう。

また,「 マ ッチ ングキー(20桁)方 式 に よる金融

EDI」 導入のメ リッ トとしては,

(1)従 来は人手 に頼 ってい た売掛金 の消込み事務 を

自動化する ことが可能 となるため,事 務処理の

省力化 ・効率化,自 動化 に よる処理時間の短縮

を図ることがで きる。

(2)す で に自動消込 み を行 っている受注企業で も,

振 込入金通知 ・入出金取引明細 にマ ッチ ングキ

ーが付 される ことに より,自 動消込 み率 の向上

を図 ることがで きる。

「マ ッチ ングキー(20桁)方 式 による金融EDI」

導入のために必要な ことは,

(1)受 注企業 ・発注企 業 の双 方がFBシ ステ ム等 を

利用いただ くこ とが前提 となる。

(2)あ らか じめ,発 注企業 ・受注企業の間でマ ッチ

ングキーの設定 ルール につい ての取 り決 めが必

要 となる。
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JIPDECだ よ り

一灘 翻
……羅

総務部
1.理 事会 の開催

平成9年3月19日(水)に 平成8年 度第4回 理事

会が開催 され,次 の議案が審議 ・承認されました。

・平成9年 度事業計画について

・平成9年 度収支予算について

・平成9年 度における借入金の限度額について

・役員の人事について

2.評 議員会 の開催

平成9年3月28日(金)に 平成8年 度評議員会が

開催 され,次 の議題が審議 ・承認 されました。

・平成8年 度事業実施状況について

・平成9年 度事業計画および収支予算について

【言ト 報】

次の方々が逝去されました。謹んでご冥福 をお祈

り申し上げます。

島田 喜仁 氏(元 当協会会長)

平成8年12月11日

小林 宏治 氏(元 当協会理事,元 日本電気社長)

平成8年11月30日

野坂 邦史 氏(当 協会理事,前KDD副 社長)

平成8年11月30日

青井 静一 氏(元 当協会理事,東 芝相談役)

平成8年12月28日

花村 仁八郎氏(元 当協会理事,経 団連相談役)

平成9年1月4日

森 亮人 氏(当 協会評議員,伊 藤忠商事専務

取締役)平 成9年1月22日

情報セキュリティ対策室

当室では,情 報 システムに係 るセキ ュリテ ィ問題

とシス テム監査 な らび にプ ライバ シーにつ いて調

査,研 究 を行 ってい ます。

1.セ キ ュ リテ ィ対 策 に 関 す る調 査 ・研 究

セキュ リテ ィ対策 につ いては,ク ライア ン ト/サ

ーバー システム環境 にお ける情報 システムの管理 に

関 し,処 理 の有効性,信 頼性,安 全性,効 率性等総

合的 な観点 か らそれ らを阻害す るリス クを明 らか に

して,こ の リスクを管理(コ ン トロール)す る要素

を抽 出 しています。 この結果 を体系 的に整理 し,新

しい情報環境であ るクライア ン ト/サ ーバ ーシステ

ムの リス ク管 理 の フ レー ムワー ク と して提案 しま

す。 このフ レームワークには,セ キュ リテ ィ(可 用

性,機 密性,完 全性)に 関す る管理要素のみではな

く,有 効性や効率性 の面 か らも検討 してい ますので,

クライア ン ト/サ ーバ ーシステム におけるセキュリ

テ ィの位置付 けが よ り一層 明確 にな ります。なお,

セキュ リテ ィに関 しては,そ の管理 要素 をチ ェ ック

リス トの レベル にまでブ レーク ダウ ンす るこ とを検

討 してい ます。

2.シ ステム監 査 に関 する調 査 ・研 究

情報システムのセキェリティを確保するために重

要なシステム監査 については,国 内の実態を把握 し

今後の普及 ・促進策等に役立てるために,ユ ーザー

企業を中心 とした約4,800社 を対象 として,監 査 を

受ける部門(被 監査部門)と 監査 を実施する部 門

(監査部門)の 各々に対 して,平 成8年12月 にアン
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ケー ト調査 を実施 しました。被 監査部 門,監 査部門

か らそ れぞれ19.3%と13.3%の 回答 を頂 き ました。

詳細 な結果は,平 成8年 度の成果報告 書に譲 ります

が,主 なところを紹介す ると以下の とお りです。

システム監査 の経験が ある企業等は,被 監査部 門

の回答 で見 る と28.4%と なってお り過去4回 の調査

の結果 と比べてみる と,緩 やかで はあ るが着 実に普

及が進 んでいるこ とが うかがえ ます(表1)。

▼表1シ ステム監査実施率(%)
～被監査部門の回答～

年 88 90 92 94 96

実施率 18.9 22.2 24.5 24.9 28.4

これ らの企業等の うち,平 成7年 度 のシステム監

査 の実施状 況 を見る と,61.1%が 実施 した と答 えて

お り,監 査の対象は情報 システムの運用状況 に関す

る ものが88.0%と 多 く,開 発 業務64.6%,ド キュメ

ン ト管 理57.1%,保 守業務53.2%と 続い てい ます 。

災害対 策 の監査 も43.7%と 比較 的多い結 果 で した

が,こ れは阪神淡路大震 災の教訓 によるところが大

きく影響 してい ると考 えられ ます。

システム監査の効果 については,69.6%が 認 めて

お り,効 果があった点 としては,担 当者が リスクを

考慮 して業務 を実行 する ようになった30.0%,シ ス

テ ム信頼性向上対 策の レベルが向上 した21.8%,リ

ス ク対 策 をどこまで考慮すれば よいか明 らか になっ

た2L8%と 指摘 してい ます。 なお,シ ステム監査実

施体制等 に対 しては,61.4%が 問題ない と した もの

の,シ ス テム監査人の対象業務知識の不足 を10.8%

が指摘 している こと,ま たコンピュー タ知識 に対 し

て も35.0%が 不足 してい る と感 じてい る ところか

ら,今 日の情報技術 の急速 な進展 がシステム監査 人

にとって も厳 しい状 況であることが うかが えます。

3.プ ラ イバ シー に関 す る鯛査 ・研 究

わが国の民間部門における個人情報等のプライバ

シー保護対策に関しては,そ のレベルを一段 と向上

するための方策として,世 界的な動向を反映 した今

日的な 「民間部門を対象とした個人情報保護ガイド

ライン」のあり方を,こ の分野の第一人者である堀

部 政男 ・一橋大学教授の指導 と関係業界の協力を

受け,通 商産業省とともに検討 してきました。その

成果として,平 成9年1月30日 にそのガイ ドライン

が通商産業省 より正式に発表されました。このガイ

ドラインは,平 成7年10月24日 にEU委 員会が採択

したプライバシーに関する指令(EU指 令)の 第25

条に規定されている第三国への情報の移転条項をク

リアするレベルの個人情報のプライバシー保護措置

を定めることが大 きな目的で したが,ほ ぼその目的

は達成できたと考えられます。 しか しなが ら,第25

条の解釈 については統一的な見解が示 されてお ら

ず,ま たガイ ドラインでは違反者に対 して罰則を課

すことができない等の問題があ り,や は り国内の法

律を整備 して対応することが今後の課題 として残っ

ています。

そのため引き続 き,こ の問題について各国の動き

を調査 し,研 究を進めてい く予定です。

4.認 証実 用化実験 協議会 の活動

平成8年 度は,次 のテーマについて調査 ・研究を

行いました。

・暗号 にかかわる基礎技術(公 開鍵暗号,秘 密鍵暗

号,デ ジタル署名,ハ ッシュ関数,鍵 配送)の 強

度評価技術等の調査研究

・公開鍵発行管理機構(CA等)の コス トモデルの

試算や,当 該管理機構問の連携に関する調査研究

・暗号関連特許の登録状況
,暗 号製品の政府調達に

関する動向,暗 号技術の研究開発等に関する動向

等

この成果について,近 々研究成果報告会を行う予

定です。なお,日 程等詳細が決まりましたらICAT

ホームページ(URL:h晦://www.icator.jp/)に て

ご案内いたしますので,ご 参照下さい。

また,平 成8年4月 より実験的に運用を行ってい

一一26一



る暗号 ・認証技術 を用 いた証明書発行サ ー ビスにつ

いては,現 在17の 企業 ・団体 ・学術系機 関等 に証明

書 を発行 してお り,そ れ らの企業等 におい て鍵の発

行等が試行 されてい ます。

5.JPCERT/CC(コ ン ピ ュ ー タ 緊 急 対 応 セ

ン タ ー)の 運 営

前号では,イ ンターネッ トを利 用 した不正 アクセ

ス者 によって被害 を受けた組織等 か らの依頼 を受 け

て被 害の実態調査,被 害状 況 ・侵入手 口の分析 ,再

発 防止 のため の対 策の検討 と助言等 を実施す ること

を主 な 目的 と したJPCERT/CC(JapanComputer

EmergencyResponceTeam/CoordinationCenter,会

長:石 田 晴久 ・東京大学教授,現 多摩 美術大学教

授)を 通商 産業省 の支援 を受けて平成8年10月1日

に設立 し,当 室が この事務局 を運営 してい ることを

報告 しました。

その後,組 織の充実等 を図 りなが ら活動 を進 めて

い ますが,こ の間,昨 年末か ら今年年初 にかけてメ

ールシステ ムのセキュ リティホール(セ キュ リテ ィ

上の欠陥)を 巧 みに利用 した不正なア タックが頻発

し,本 格 的 に緊急対応 を行 いま した。JPCERr/CC

への 問い合 わせ等 は100件 を上 回 り,日 本 において

もネッ トワーク上 の犯罪が他 人事で はな くなった こ

とを思い知 らされ ました。

この活動 は,イ ンターネ ッ トの性 格上,1つ の国

だけで対応 で きない問題 も多 く,他 国の同様 な組織

との連携 を図 ることが必要です。そのため,既 に大

きな成 果 を上げて いる米 国CEKrと の協力 関係 を結

ぶため,現 在 その準備 を進め てい ます。 また,ソ フ

トウェアやハー ドウェアの メーカー,イ ンターネ ッ

トプ ロバ イ ダー等 か らの情報入手 も不可欠であるこ

とか ら,こ れ らの組織 とも協力 関係 を結ぶ ことを検

討 してい ます。

なお,ホ ームペ ージ(URL:http://www.jpcert.

or.jp)を 通 じた最新の情報提供,広 報活動 も活発 に

行 ってい ます。

調査部
1.平 成8年 度 コ ン ピ ュ ー タ利 用 状 況 調 査

一情報 システムユ ーザーはインターネ ッ トから

イン トラネ ッ トへ一

「平成8年 度 コ ンピュー タ利 用状況調査」 の集計

結果がほぼ まとまりま した。ここでは今回の調査 で

新設 した項 目の一部 を中心 にご紹介 します。

(1)情 報化の重要課題

情報 システム部 門の担 当者が,今,情 報化 に関連

して最 も関心 を寄せ てい る事柄 を32項 目の課題の中

か ら5項 目以 内で選 んで もらい ま した。 この うち

20%以 上の回答 を示 した課題 は,中 小 ・中堅規模 ユ

ーザーではクライアン ト/サ ーバ ーシステム
,西 暦

2000年 対応,パ ソコ ンIAN,イ ン トラネ ッ ト,グ ル

ープ ウェア
,エ ン ドユーザ ーコ ンピューテ ィング,

イ ンターネ ッ ト,電 子 メール,ネ ッ トワークコ ンピ

ュー タ(Nc),wimdowsNTの 順 に10項 目が上げ ら

れています。 これに対 し大規模 ユーザーの回答では ,

グループウェア,西 暦2000年 対応,ク ライア ン ト/

サーバーシステム,イ ン トラネ ッ ト,エ ン ドユーザ

ー コ ンピュー テ ィング
,パ ソコンLAN,情 報 システ

ム安全対策の7項 目となってい ます。

この うち,グ ル ープ ウェア とパ ソコ ンLANで 中

小 ・中堅規模 ユーザー と大規模ユーザーの回答率の

差が大 き く,グ ループウェアが大規模ユ ーザーでは

トップに上 げ られ,中 小 ・中堅規模ユ ・・一ーザーでは5

番 目 となってい ます。パ ソコ ンLANで は グループウ

ェア とは反対 に中小 ・中堅規模ユーザーの回答率の

方が断然 高 く,順 位 で も3番 目に上がっています。

さらに,イ ン トラネ ッ トとイ ンターネ ッ トの位置

が注 目され ます。 イン トラネ ッ トは40%前 後の高回

答率 で中小 ・中堅規模ユ ーザ ー,大 規模 ユーザ ーで

それぞれ第3位,第4位 となってい ます。一方 ,イ

ンターネ ッ トは中小 ・中堅規模ユ ーザーでは23 .7%

の回答率で第7位 に位置 してい るものの ,大 規模ユ

ーザーでは20%を 切 り
,9番 目に下が ってい ます。
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大規模ユ ーザ ーが7割 近 くを占め る本調査で は多少

大手指 向の結果 に出 るきらいはあ りますが,イ ンタ

ーネッ トは もはや企業では当た り前で ,そ の応用 た

るイン トラネ ットに目標が移行 しつつあるようです。

(2)イ ン トラネ ットの導入 ・利 用状況

この項 目は今年度新設 した ものです。 イ ン トラネ

ッ トの導入 ・利用の広が りを図1に 示 します。 ここ

では企業の,特 に大規模ユ ーザーの イン トラネ ッ ト

に対す る期待 の高 さが うかがえ ます。

「導入 ・利用 中」 または 「計画 中」 と回答 したイ

ン トラネ ッ トに前向 きな大規模 ユーザ ーは,"全 社

的 な規模"と"特 定部 門"で ほぼ同 じ割合で現れて

い ます。 中小 ・中堅規模 ユ ーザー では,「 計 画 中」

まで含めて も全体 の約3分 の1で,大 規模ユーザー

が5割 を超 えているのに比べ,企 業規模 の差が顕著

に表 れてい ます。

▼図1イ ントラネット導入 ・利用状況

。1。8。8040506070809010㌔

中小 ・中里規模ユーザー

(283)

づ 鶴 一ザー

()内 は回答社散 会 槙 門 社但 部門 予定
・ 間 中 なし

(注)

① 「コン ピュー タ利 用状 況胴 査」 は,コ ンピュ ータユ ーザ ー

4,540社 を対 象にア ンケー トを発送 し,t,120社 か ら有効回答

(24.7%)を 得 て集計 し,取 りまとめま した。

② 本調 査における中小 ・中堅規模 ユーザー とは,資 本金10億 円

未満 で従業員500人 未満(資 本金のない非営利法人 については

従業員500人 未満)の 事業体 を言い,大 規模ユーザーはそれ以

外の事業体 としました。

図2は 「現在 の ところ導入の予定 はない」 と回答

した理由の分布 です。全体では 「運用管理上」,「コ

ス ト上」,「セキュ リテ ィ上」,「アクセスの管理上」,

「情報 開示」の順 ですが,1位 と2位 の 「運用管 理

上」 と 「コス ト上」 では企業規模別で逆転 してい ま

す。 中小 ・中堅規模ユ ーザ ーに とってはイ ン トラネ

ッ ト構築や運営の経 済的な負担が重視 される ようで

す。

▼ 図2イ ン トラ ネ ッ ト未 導 入の理 由
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導入しない理由としての諸問題

もう1つ 注 目すべ き点 は 「セキ ュ リテ ィ上」 と

「アクセスの管 理上」の 回答率 で大規模 ユーザ ーが

中小 ・中堅規模ユ ーザーのほぼ2倍 になっているこ

とです。デー タの漏洩,破 壊等 を想起 させる問題 に

対 す る大 規模ユ ーザ ーの姿勢 の一端 が うか が えま

す 。なお,「 その他」 では"必 要がない","導 入 の

環境が整 っていない"等 が多 く見 られま した。

(3)パ ッケージ ソフ トウェアの購入状況

図3は,平 成7年 度 に費や したパ ッケージソフ ト

ウェア購 入額の区分別 に,企 業の分布 を示 してい ま

す 。中小 ・中堅規模ユーザーの うち,33.8%も 「購

入な し」が 占めているの に対 し,大 規模ユ ーザ ーで

は17.9%と,か な り違いがあ ります。

一方
,購 入 した企業で は,500万 円未満 まで を見

ると中小 ・中堅規模ユ ーザーは52.6%と 過半数 であ

るの に対 し,大 規模ユ ーザーでは約4割 に縮 まって

い ます。反対 に500万 円以上1億 円未満 までの高額

の3区 分 の状 況で は,中 小 ・中堅規 模ユ ーザ ーは

12.3%で あるの に対 し,.大 規模ユ ーザーは33.4%と

中小 ・中堅規模ユーザーのお よそ3倍 近 い割合 を占

めています。また,1-ts円 以上の超高額購 入企業の
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割合 も大規模ユ ーザ ーは8.2%を 数 え,企 業規 模の

差がはっ きりと読み取 れ ます。

▼図3パ ッケ ージ ソフ トウ ェアの購 入状 況(規 模 別)

全ユーザ ー

中小 ・中堅

規模 ユーザー

大規模ユーザ

社数比(%)

1恥 し1百斑 繍15卵 繕11窃P縛15紡 噛薗1㈲噺1潮 脚
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1.2

なお,本 調査については 「企業における情報化に

関する調査 ・研究委員会」(委員長:高 原 康彦 ・千

葉工業大学教授)に おいて集計分析を行い,報 告書

として取 りまとめる予定です。

2.情 報化指標 の作成 に関 する調査研 究

本事業では,既 存データでは不足 している分野に

ついての独 自調査 として 「新入社員の情報化環境に

関する調査」 をアンケー ト方式で実施 し(当 協会の

賛助会員企業 と電子商取引実証推進協議会会員企業

の新 入社員 を対象),366個 入か ら回答 を得 ま した。

この調査 は社内の最 も若い層 である新入社 員が,情

報環境 をどの ように活用 してい るか,就 業以前 の実

情 も併せ て実態 を把握 す る 目的 で実施 した もので

す。

調査 によると,88.8%が 職場 で主 にパ ソコンまた

は ワー クス テー シ ョンを利用,そ の うち94.2%が 何

らかのネ ッ トワークに接続 してお り,現 在の業務に

パ ソコ ンが不 可欠 とい う回答 は91 .3%で す。 また,

現在 プライベー トで利用 している機器 と しては,パ

ソ コ ン61.1%,携 帯 電話54.0%,フ ァ ク シ ミリ

26.0%な どでパ ソコ ン利用者 の約45%が インターネ

ッ トを利 用 してい ます。就業以前の利用経験 はパ ソ

コ ン60 .9%,ワ ープ ロ45.9%で,83.7%が 利 用経験

が就職後 も何 らかの形 で役立 った と してい ます(図

4～6)。

なお,調 査 内容お よび調査項 目については 「情報

化指標調査研 究委員会」(委 員長:廣 松 毅 ・東京大

学教養学部教授)に おいて検討 を行い,集 計 結果の

分析等 は 「情報化指標 の作成 に関する調査研 究資料」

と して取 りまとめる予定です。

▼ 図4職 場 で 回答者 が主 に使 って い る情 報機 器(n=300)
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▼ 図5プ ラ イベー トでの情 報機 器保 有 率(性 別)
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▼図6職 場の情報環境の総合的評価
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3.情 報化 白書1997年 版 の編集

平成9年5月 の発行を目指 し,現 在,「 情報化白

書1997年 版」の編集作業を進めています。すでに各

執筆者より提出された原稿について,「 情報化白書

編集委員会」(委員長:石 井 威望 ・慶応義塾大学教

授)お よび 「情報化 白書編集専門委員会」(主 査:

廣松 毅 ・東京大学教養学部教授)に おいて内容の

検討 ・審議を行っています。情報化の進展が著 しい

ことか ら,可 能なかぎり最新情報 ・データを盛 り込

むべ く編纂を行っています。

4.コ ン ピュー タ不 正 ア クセ ス対 策基 準 説明

会 の開催

当協会では,平 成8年8月8日 に通商産業省が

策定 ・公表 したPコ ンピュ・一タ不正アクセス対策基

準」の普及 ・啓蒙を図るため,各 通商産業局,情 報

困進んでいる ■普通

出遅れている ●わからない

処理振興事業協会と協力 し,全 国で説明会を開催 し

ました。

(1)実 施状況

開催地 開催日 会場 参加音

名古屋市 平成8年12月2日
名古屋ソフ トウェア

センター
99名

那覇市 平成9年1月20日 サザンプラザ海邦 50名

福岡市 〃1月21日 合同庁舎別館共用大
会議室

128名

仙台市 〃1月31日 仙台ソフ トウェアセ

ンター
115名

札幌市 〃2月3日 札幌第一合同庁舎講
堂

io1名

広島市 ψ2月26日 八丁堀シ ャンテ go名

高松市 '2月27日 ロイヤルパークホテ

ル高松
111名

大宮市 ク3月3日 ×宮市産業振興会館 104名

'
コ
弓

戸泡
鋲
‖
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(2)説 明会の内容

・通商産業省のセキ ュリテ ィ関連施策 と不 正ア クセ

ス対策基準

・不 正アクセスの現状 とIPAの 役割 と活動

・不 正アクセスへの対応 とJPCERr/CCの 役割 と活

動

・コンピュー タ不正 アクセス対策基準の詳細

システムユ ーザ基準

システム管理者基準

ネ ッ トワー クサービス事 業者基準

ハ ー ドウェア ・ソフ トウェア供給者基準

5.平 成8年 度 第2回 コ ン ピ ュ ー タ トップ セ

ミナ ー の 開 催

平成9年1月29日(水)～31日(金)の3日 間,平 成

8年 度第2回 コンピュー タ トップセ ミナー を(社)日

本電子工 業振興協会 との共催 で開催 しました。

参加者は,政 府各省庁か ら課長職 を中心 に14名 の

参加があ りま した。

◆ プログラム◆

1日 目 実習 パーソナル コンピュー タを利用 した

情報処理入門

Windows95・Exce1・Powerpoint

インターネ ットの概要 と操作

2日 目 見学 民間 における情報 システムの事例 ・

見学

「NTr関 東法 人営 業本部の イ ン トラ

ネ ッ ト」

講義 情報 システムを支える技術

情 報 システムセキュ リテ ィ

3日 目 講義 行 政情報化の現状 と課題

講 演 コ ンピュー タメーカ社長

(日本電気(株)社 長 金子 尚志 氏)

講義 高度情報通信社会の もたらす もの

質疑応答

技術企画部
1.情 報 技術講演 会の開催

人工知能(AI)等 知的情報技術に関する講演会を

次の通 り開催 しました。

◆第1回 「計算機支援協調作業(CSCW)の 現状と

導入のポイン ト」◆

期 日:平 成8年10月29日

会 場:芝 マイプラザ(東 京都港区)

参加者:43名

テーマおよび講師:

・「CSCWの アーキテクチャと基本技術」

國藤 進 氏(北 陸先端科学技術大学院大学情報科

学センター長,情 報科学科教授)

・「CSCWの 内外の研究動向」

岡田 謙一 氏(慶 慮義塾大学理工学部情報工学科

助教授)

・「NECの マルチメディア ・グループウエアーマル

チメディア在席会議(MERMAID)一 」

阪田 史郎 氏(日 本電気(株)C&C研 究所所長代

理)

・「富士通のCSCW研 究:TeamWAREを 中心 とし

て」

竹林 知善 氏((株)富 士通研究所パーソナル研究

所情報サービス研究部主任研究員)

・「日立のCSCW研 究:GroupMaxを 中心として」

大場 みち子 氏((株)日 立製作所 ソフ トウェア開

発本部関西設計技術グループユニ塾 トリーダー技

師)

・「CSCW導 入のポイン ト」
ビ

山上 俊彦 氏(Nrrマ ルチメディアビジネス開発

担当課長)

・「まとめ」

國藤 進 氏(前 掲)ほ か

◆第2回 「エージェント指向コンビューティンブー

その技術 と応用一」◆

期 日:平 成9年2月4日
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会 場:総 評会館(東 京都千代田区)

参加者:77名

テーマおよび講師:

・「エージェン ト指 向コ ンピューテ ィングとは」

木下 哲男 氏(東 北大学電気通信研究所助教授)

・「エ ー ジェン ト指 向コ ンピューテ ィングの基本技

術 と研究 開発」

菅原 研次 氏(千 葉工業大学工学部情報 工学科教

授)

・「エ ージェ ン ト指向 コ ンピューテ ィ ングの応 用技

法」

丸山 文宏 氏((株)富 士通研究所 ネッ トメデ ィア

研究セ ンター主任研 究員)

・「エー ジェ ン ト指 向 コ ンピューテ ィ ングの応用動

向」

服部 文夫 氏(日 本電信電話(株)Nrrコ ミュニケ

ーシ ョン科学研究所計算機科学研 究部部長)

・「エー ジェ ン ト指向 コ ンピューテ ィングの将来展

望」

(各講 師)

2.ネ ッ トワ ー クAlに 関 す る ワ ー ク シ ョ ップ

の 開 催

ネッ トワークAI(情 報 ネ ッ トワー クとAI技 術等の

結 合 による新 しい知的処理の枠組 み)の 技術,応 用

面の検討結 果 を総括す るため,知 的情報技術動 向調

査 委員会(委 員 長:大 須賀 節雄 ・早稲 田大学理工

学部情報学科教授)お よびネ ッ トワー クAI専 門委員

会(委 員長:石 田 亨 ・京都大学大学 院工学研究科

教授)合 同の 「ネッ トワー クAIに 関す るワ■一・'"クシ ョ

ップ」 を開催 しました。

期 日:平 成9年1月29,30日

会 場:(株)CSKCSK情 報教育 セ ンタ一途一(東 京都

多摩市)

参加者:27名

テーマおよび講師:

1月29日

・講演 「サ イバ ーソサエテ ィの心理」

高木 晴夫 氏(慶 応義塾大学大学院教授)

・セ ッシ ョン1:ネ ッ トワー クウェア ・テ クノロジ

木下 哲男 氏(専 門委員会 プラ ットフォーム ・グ

ルー プ主査)

・セ ッシ ョン2:ソ ーシャル ウェア ・テ クノロジー

服部 文夫 氏(専 門委員会 プラッ トフ ォーム ・グ

ループ)

・フリー トーキング(参 加者全員)

1月30日

・セ ッシ ョン3:パ ーセプチ ャルウェア ・テクノロ

ジー

菅原 研次 氏(専 門委員会 プラッ トフ ォーム ・グ

ループ)

・セ ッシ ョン4:企 業で 一エ ンタープライズ インテ

グレー ションー

北村 泰彦 氏(専 門委員会幹事,ア プリケーシ ョ

ン ・グループ)

・セ ッシ ョン5:街 で一エ レク トニクスコマースー

寺野 隆雄 氏(専 門委員会 アプリケーシ ョン ・グ

ループ主査)

・セ ッシ ョン6:地 域 で 一教 育 とコ ミュニ テ ィ支

援 一

福原 美三 氏(専 門委員会 アプリケーシ ョン ・グ

ループ)

・セ ッシ ョン7:全 体討論 「ネ ッ トワークAIに 向け

て」

コーデ ィネー タ:石 田 亨 氏(専 門委員 会委 員

長)

3.技 術 シンポジ ウムの開催

◆エンドユーザコンピューティングとコンポーネン

トウェアに関する技術シンポジウム◆

期 日:平 成9年3月5日

会 場:機 械振興会館ホール(東 京都港区)

参加者:87名
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テーマおよび講師:

・「新 しいエ ン ドユ ーザ ー コンピューテ ィングパ ラ

ダイム」

中所 武司 氏(明 治大学理工学 部情 報科学 科教

授)

・コ ンポー ネン トウェア技術 の動向

「コ ンポー ネン トウェア基盤技術」

青 山 幹雄 氏(新 潟工科大 学情報電 子工学科教

授)

「コンポーネン トベース開発環境」

向 山 博((財)日 本情報処理 開発協 会技術 企画部

主任研究員)

・イ ンターネッ ト環境での コンポーネン トウェア

「Activex」

萩原 正義 氏(マ イクロソフ ト(株)ビ ジネスシス

テム事業部課長)

「JavaBeans」

戸松 豊和 氏(サ ン ・マイクロシステムズ(株)技

術 本部第2技 術サポー ト部)

・エ ン ドユ ーザ指向アプ リケー シ ョン開発事例

「APPGALLERY」

増石 哲也 氏((株)日 立製作所情報 ・通信 開発本

部 ミ ドルウェア開発 センタ主任研究員)

「HORON/VP」

佐治 信之 氏(日 本電気(株)ク ライア ン トサ ーバ

ーソフ ト技 術研究所 開発 環境技術部 課長)

「lntelligentPad」

安達 進 氏((株)テ クノプロジェク トミ ドル ウェ

ア推進部部 長)

「WebBase」

山本 修一郎 氏(日 本電信電話(株)N'ITソ フ トウ

ェア研究所主幹研 究員)

・パネル討論 「今後 のエ ン ドユーザコンピューテ ィ

ングとコ ンポーネ ン トウェア」

コーデ ィネー タ:中 所 武司 氏

パ ネ リス ト:増 石 哲也 氏,佐 治 信之 氏,

安達 進 氏,山 本 修一郎 氏

産 業情報化推進センター

産業情報化推進センターでは,産 業界における情

報化の健全な発展と普及啓蒙を図るため,各 業界 と

の連携を図 りつつ,各 種の課題に取 り組んでいます。

現在の活動状況を以下にご紹介します。

1.ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル に関 す る検 討

産業情報化推進 セ ンターでは,EDIに 積極 的 な

情 報処理 ベ ンダー各社の参加 を得 て,シ ンタックス

ルー ル検討 委員会 を設 置 し,CIIシ ンタ ックスルー

ル の保 守 を行 っ てい ます 。 この度 本委 員 会 では ,

CIIシ ンタックス ルールの新バー ジ ョンの検 討 を開

始 しま した。新バージ ョンで は,近 年特 に関心 の高

いセ キュリテ ィ機 能の強化,国 際対応 な どが盛 り込

まれ平成9年 度の リリースを予定 してい ます。

現在,EDIFA㏄ の シンタ ックスルー ルの最新 バ

ー一一シ ョンであるISO9735バ ージ ョン4の 規格案 につ

いてISOで 賛否の投 票が されてい ます。 当セ ンター

で は,学 識者,業 界有識 者等 か ら成 るISO/TC154

国内審議委員会 を設置 して,こ の規格案の分析検討

を行 っています。平成9年4月 には 日本 と しての賛

否 を決定 し,投 票 に回答す る予定 です。

上記CII,EDIFAcrの2つ の シンタ ックスルールに

ついて,新 バージ ョン開発 と並行 して,当 セ ンター

では,電 子 デー タ交換標準化調査研究委員会 を設置

して,平 成7年 度 か ら3年 計 画でJIS化 の検討 も進

めてい ます。 これ は平 成9年 度 末 にはJIS原 案 を作

成す る予定 です。

また,EDIの 普及 に資す るた め,業 界横断 的に使
ト

用可 能 な標 準企 業 コー ドの登 録管 理 を行 ってい ま

す。 この登録社 数 はCII標 準 に基づ くEDIを 実 施 し

ている企業数 の目安 とす ることがで きますが,平 成

9年2月 末で2,826社 に達 しま した(前 年 同月の登

録数は1,876社 で増加率は52%)。 この ことか ら,CII

標準 は各産業界 による標 準化 のフェーズか ら普及の

フェーズへ と展開 しているこ とが うかがわれ ます。
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2.ユ ーザ ーシステ ムの高度化 に関す る研 究

(1)EDI向 け 「情報通信手順」の研究

EDIを 実現する情報通信手順としてどのようなも

のが適するかユーザーと共に現状 を調査 し,メ ーカ

ーを交えて業界および業際の標準として推奨できる

仕様を研究 しています。現在は 「全銀協標準通信プ

ロトコルTCP/IP手 順」について全銀協プロジェク

トの動 きを注視 してお り,こ の全銀手順の仕様 を基

に全産業界の利用状況を考慮 した製品が早期 に開発

され,そ の相互運用性が確保 されるよう努力 してい

るところです。

また,平 成7年 度に開発を完了した新手順 「F手

順」の ドキュメント管理を平成8年 度か ら継続 して

行うためのWGを 設立 しました。

(2)二 次元コー ドの標準化に関する研究

通信ネットワーク上のEDIと 並行 して,実 際に生

じる物流を情報 と一体化させるための 「二次元 コー

ド」の標準化動向についてEDIユ ーザー業界団体の

方々にお集まりいただき研究委員会を行っています。

また,二 次元コー ドユーザー企業のシステム担当

者を中心にWGを 発足 し,二 次元コー ドを利用 した

システムの調査を行い,報 告書を作成 しました。

3.産 業界 の システム化 お よび それ に係 る

制度 問題 の鯛 査研 究

この調査研究では,昭 和63年 度から8年 間,ク ロ

ーズな企業間取引でのEDIに かかわる法制度問題に

ついての検討を行ってきました。平成7年 度は,

EDI取 引を行 う際に考慮すべ き法的な事項を踏まえ

たデータ交換協定書(試 案)を 作成 しました。これ

は現在実際に行なわれている,特 定企業間でVAN等

によるクローズなネットワーク環境を利用 した,国

内取引でのEDIを 前提にしています。

一方
,最 近,イ ンターネットやその上で展開され

る電子商取引が注目されてきている状況により,

特定企業間 → 不特定企業闇

商流中心 → 引合いから決済まで

国内取 引 → 国際取 引

とい った業務範 囲拡大 の 可能性 が高 まっ て きま し

た。

平成8年 度 は,EDIの 実用化 に向 けた法 的問題 の

検討 とい うことで,今 後 問題 となるであろ うこれ ら

オープ ン化(不 特 定企業 間,オ ープンネッ トワーク

の利用),対 象 業務範 囲 の広が りの 一部 について,

法制度 的な問題点の調査 ・検討 を行い,報 告書 とし

て取 りま とめ ま した。

4.EDIの 普及促進

わが国のEDIの 普及 ・啓蒙,業 種横断的な共通課

題の検討お よび関係者の情報交換 の場 として,60

(平成9年3月 現在)の 業界団体および関係4省 庁

(オブザーバ)で 組織する 「EDI推進協議会」の事

務局として,各 種活動の支援を行っています。

まず,普 及 ・啓蒙活動としては,平 成8年 度は計

4回 の普及研修会を開催 しました。 これは 「EDIの

現状 と課題」等をテーマに,EDIの 先進業界か ら企

業の取 り組み事例等の紹介が行われたもので,い ず

れも当初予定の定員 を超える参加者があ りました。

このような研修会は,平 成9年 度 も継続 して実施す

る予定です。これとは別に,外 部でもEDIに 関する

セミナーが多 くなってお り,当 センターで依頼を受

けてそれを支援することも増えてきています。

また,わ が国のEDIが 実際にはどのように行われ

ているかの実態を調査 しました。この結果について

は,今 後のEDI推 進活動に役立てるための検討を

行ってお り,平 成9年 度 も継続 して検討することに

しています。

国際活動として,EDIに 関する各種の国際活動へ

の対応の検討や情報交換を行っています。その一環

として,平 成8年10月 には,EDICOM,96(イ ンドで

開催)に も参加 しました。また,わ が国の企業が ど

のように国際EDIを 行っているかの実態を把握する

ため;ア ンケー ト調査やヒアリングを行いました。

さらに,APECZTEL(ア ジア太平洋経済協力会
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議 一電気通信 ワーキ ンググループ)に 通商産業省 と

ともに参加 し,APEC域 内での インター ネ ッ ト上 で

のEDIの 実証実験 を提案 し,現 在,開 発作業 を行 っ

てい ます。

5.普 及 ・広 報

(1)「 産業情報化 シンポジウム ・講演録」 の発行

平成8年10月24日(木)に 開催 した 「産業情報化

シンポ ジウムーオー プンネ ッ トワーク環境 におけ る

ECの 推 進 一」 の講演録 を発行 致 しま したので ,ご

希望の方は当セ ンター までご連絡下 さい。

(2)広 報誌 「産業 と情報」の発行

わが国産業界の情報化動 向 を広 く各方面 に周知す

るため,「 産業 と情 報」 を発行 し,会 員 等へ配付 し

ます。

6.問 い合 わ せ 先

当セ ンター発行 の出版物 お よびEDI推 進協議 会普

及研修会等 についてのお問い合 わせ ば,

TEL:03-3432-9386ま でお願い します。

〈電子商取引実証推進協議会〉

1.運 営委 員会理 事会1総 会 の開催

平成8年 度第2回 運営委員会は,平 成9年2月19

日(火)に 電子商取引実証推進協議会(ECOM)大

会議室で実施 し,次 の内容の承認および報告が行わ

れました。

・承認事項:

①新規会員の入会(229→233会 社 ・団体に増加)

②ECOM成 果物の公表ガイドライン

・報告事項:

①8年 度事業実施状況

②WG中 間成果について

・認証局運用ガイドラインについての概要説明

・クレジットタイプ標準約款(α 版)に ついての

概要説明

なお,平 成9年 度の事業計画,同 収支予算につい

ては,平 成9年3月 の運営委員会および理事会にお

いて承認を得る予定です。

2.ワ ー キ ン グ グル ー プ(WG)の 活 動

WGの 数 は,平 成8年7月 に消費者取引 と電子公

証 の2WGが 新設 され,技 術検 討8,制 度検 討5 ,国

際連携1の 合計14と な りま した。各WGの メ ンバ ー

企業数は,表2の とお りです。

各WGと も,8年 度事業計画 に沿って鋭 意検 討 を

進め,中 間成果物の と りまとめ中です。 なお,① 複

合 コ ンテ ンツ対 応技 術(エ ージ ェ ン ト技 術)検 討

WGの 「複合 コンテ ンツ対応技術 実証動向」 を平成

8年11月 にWWWで 会員 に公 開 し,平 成9年1月 に

一般公 開 しま した
。② 認証局検討WGは 「認証局運

用 ガイ ドライン(α 版)」 を平成8年12月 にと りま

とめ,平 成9年1月 に新聞発 表,2月17日 にWWW

で一般 公 開 しま した。 また ,③ 本 人認証技 術検 討

WGの 「本人認証参照 モデル」 は2月18日 ,WWW

にて一般公開 しま した。④ 決済 関連 問題検 討WGの

「ク レジ ッ トタイプ標準約款 α版」,は 近々に も公表

予定です。 さらに,⑤ 「ECOM版SET解 説書」 を2

月14日 に会員 に発 送 しました。

▼表2ワ ーキンググループ参加企業数

WG1 モール構築技術検討
ご

17

WG2 商品属性情報標準化検討 15

WG3 複合 コンテンツ(エ ージェン ト機能)ご検討 20

WG4 コンテンツプロバイダー/モ ール間ビジネスプOト コル検討 25

WG5 共通セキュリテ ィ技術 42

WG6 本人認証技術検討 、 20

WG7 lCカ ー ド 52

WG8 認証局検討 36

WG11 国際取引 16

Wα2 プライバシー問題検討 12

WG13 電子商取引決済関連制度問題 63

WG14 消費者取引 32

WG15 電子公証 31

WG21 国際連携 12

・1合 計 393
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▼表3ワ ーキンググループの中間成果予定

技
術
問
題

モ ール 構 築技 術検 討WG モールにおける表現や表示,操 作性等 を考 え,現 在の技術の評価方法,モ ール運営における法的課題

を検討する。「モール構築技術実証評価項 目および評価方法(試 用版)」

商品属性情報標準化検討
WG

標準化すべき商品属性情報 とその方法論,さ らにその管理論 を検討す る。「商品属性情報の論理構造」

複 合 コ ンテ ンツ対応 技術

(エー ジェン ト機 能)検 討

WG

複数の コンテンツプロバイダーが提供する情報 を一元的 に取 り扱 う技術について調査 し,そ の可能性

を検討する。「複合コンテ ンツ対応技術:実 証動向」,「同技術動向」,「同利用者ニーズ分析」

コンテ ンツ ・プロバ イダ
ー/モ ール間 ビジ ネスプ

ロ トコル検討WG

出店者 とモール間 で取 り交わされる情報について検討 し,ビ ジネスプロ トコルの標準化について検討

する。「EC標 準 ビジネスプロ トコル定義書(ド ラフ ト版)」

共通 セ キュ リテ ィ関 連技

術検討WG

ECで 使用 されるセキュア プロ トコル関連技術,暗 号技術 について評価方法 を検討 し,安 全の 目安 を

作成する。「ECシ ステムセキュ リテ ィ評価 メジ ャー(原 案)」,「同(第1次 案)」

本人認証技術検討WG 各種の本人認証技術を客観 的に評価する尺度 をまとめ,利 用者の目的に合 った技術選択を可能にする。

「本人認証 参照モデル」,「本人認証 技術評価基準(vO.5)」

lCカ ー ドWG 共通媒体 と してのICカ ー ドの標 準化 の推進,互 換性 ・相互運用性の拡大,普 及促進 を図 る。「接触型

℃カー ド利用 ガイ ドライン(α バージョン)」等

認証局検討WG 消費者,企 業が安心 して継続的に,か つ最小限の認証によ り国内,国 外の相互運用 を行 うことので き

る環境 を検討する。「認証局運用 ガイ ドライン(α バージョン)」,「相互接続仕様(0.1版)」

制
度
問題

国際取引WG EC上 の国際取引における制度的課題 と電子 モール間等の契約形態について検討する。「国際電子商取

引における課題」,「モール同等モデル約款」

プライバシー問題検討WG プライバシー保護対策 を制度面,技 術面,国 際面よ り検討 し,健 全 なECの 実現 を目指す。「プライバ

シーガイ ドライ ン(ECバ ージョン)」

電子商取引決済関連問題
検討WG

電子決済システム別標準約款案および標 準決済モデル案 を作成 し.決 済業務の相互運用性の効率化の

推進および実用化の支援 を行 う。「クレジッ トタイプ標 準約款素案および標準決済モデル素案」

消費者取引検討WG 消 費者取引に かかわる法的課題 を整理 し,消 費者保護のガイ ドラインを作成 し,ECの 円滑な利用 を

促進す る。「消費者出店者筒の標準約款 の素案」

電子公証検討WG ビジネスモデルにお ける個々の取引局面での電子公証 システム を検討 し,取 引当事者が安心 して利用

できる商取引環境の創造に寄与する。「電子公証 システムガイ ドライ ン(α バー ジョン)」

国
際連

携

国際連携WG 海外のEC関 連 プロジェク トや組織等の調査研究や意見交換 を実施 し.協 力関係 を構築 する。「海外

EC関 連情報の収集 ・整備 ・提供」

各WGが とりま とめ 申の 中間成果一覧 は,表3の

通 りです。

3.プ ロ ジ ェ ク ト連 絡 明 鑑 委 員 会 の 活 動

エ レク トロニ ックコマース推進事業で進 め られて

いる19の プロジェク ト間の相互連絡お よびプ ロジェ

ク トとWGの 交流,連 携,調 整 を図ることを目的に,

平成8年4月 ～平成9年2月 においては,以 下の と

お り8回 開催 しました。主 な議 題は,プ ロジェク ト

状況の説明お よびECOMワ ーキンググループの進捗

状況 ・成果説 明です。

第1回:平 成8年5月22日(水)15:00～17:00

第2回:平 成8年6月10日(月)15:00～17:00

第3回:平 成8年7月23日(火)15:00～17:00

第4回:平 成8年8月30日(金)15

第5回:平 成8年10月4日(金)15

第6回:平 成8年11月26日(火)14

第7回:平 成8年12月18日(水)14

第8回:平 成9年1月22日(水)15

00～1700

00～1730

00～1700

00～1630

00～1730

4.普 及広報 関連 の活動

普及広報活動 としては,ECOM案 内パ ンフレット

および機関誌(ECOMTODAY)を 作成 したほか,

平成7年 度に引 き続いて会報誌 「ECOMか わら版」

の第2～6号 を発行するとともに,「ECOMセ ミナ

ー」を10回開催 しました。また,WWWサ ーバーへ

の情報の入力を進め,平 成8年7月17日 のEC関 連

4団 体による合同懇親会を期 して,一 般にもオープ
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ン しま した。 さ らに,展 示 会や 講演 等 にお い て,

ECOMの 取 り組み を積極 的に紹介 しました。

(1)ECOMパ ンフレッ トの作成

平成8年10月 に,平 成7年 度以降使用 してきた暫定

版 に替わる案内パ ンフ(和 文,英 文)を 作成 し,ECOM

の組織や活動 につ いて広 く内外 に紹 介 しま した。

【和文パ ンフ】作成部数:5,000

配布状 況:3,000(平 成9年2月 現 在)

【英文パ ンフ】作成部数:2,000

配布状況:1,000(平 成9年2月 現在)

(2)機 関誌(ECOMTODAY)の 発行

平 成8年12月 に機関誌創刊号 を発行 し,ワ ーキ ン

ググループおよび プロジェク トの概 要 を整理 し紹 介

しました(機 関誌 第2号 は4月 下旬発行予 定)。

【和文】作成部数:2,000

配布状況:1,100(平 成9年2月 現在)

【英文】作成部数:1,000(平 成9年4月 末発行予定)

(3)ECOMか わ ら版の発行

会報誌 「かわ ら版」 を5回 発行 し,WGの 進捗 状

況や セ ミナーの案 内を会員 に紹介 しま した。 また英

文 化 してWWW英 語 ペ ー ジ に掲 載 し,海 外 に も

ECOMの 動 きをア ピール しました。

(4)ECOMセ ミナーの実施

7年 度 に引 き続 き19プ ロジェク トの概 要紹介 を行

うとともに,内 外 の有識者に よる講演 も併せ て実施

しま した。 また,第8回 以 降はWGの 進捗状況お よ

び成 果の報告 を実施 しました。

第2回 か ら第7回 の項 目については,前 号(60ペ

ージ)を ご覧下 さい
。

◆第8回ECOMセ ミナ ー◆

日 時:平 成8年11月25日(月)13:30～17:00

場 所:タ イム24ビ ル2階 セ ミナールーム

参加者:107名

プログラム:

・「本人認 証につ いて」

菅 知之(本 人認証技術検討WG主 査)

・「認証局 につい て」

米倉 昭利(認 証局検討WG主 査)

・「セキュ リテ ィについて(SET等)」

五味 俊 夫(共 通 セキ ュ リテ ィ関連技術 検討WG

主査)

◆第9回ECOMセ ミナー◆

日 時:平 成8年12月13日(金)13:30～16:30

場 所:テ レコムセ ンター20階 大会議室

参加者:105名

プログラム:

・「EMV96に ついて」

ZakiT.NISHIZAKI(西 崎 傳 生)氏(Regional

Manager,CardDiVision,Schlumberger)

・「WG71Cカ ー ド報告」有賀 淑郎

◆ 第10回ECOMセ ミナー◆

日 時:平 成9年1月30日(木)13:30～16:15

場 所:タ イム24ビ ル2階 セ ミナールーーーム

参加者:73名

プログラム:

・「電子公証 について」折出 勝彦

・「国際電子商取 引の課題 一消費者取引 を中心 とし

て一」長 博連

・「電子決済制度 の問題点 と関連約款 について」

青 島 幹郎

◆第11回ECOMセ ミナー◆

日 時:平 成9年2月4日(火)13:30～17:00

場 所:テ レコムセ ンタ20階 大 会議室

参加者:60名

・「講 師紹介」 ・

梶原 慎二 氏(野 村総合研 究所)

・「RetailSalesoverthellternet-MajorLegalIssues -」

Steven中 曽根 氏(AttorneyatLaw,Pillsbury

Madison&Sutro)

・日本 か らみ た法的問題点

間宮 順 氏(外 立法律事務所パー トナー弁護士)

(5)国 際シ ンポジウムの開催

平 成9年3月7日(金),経 団 連 会 館 に て,

「ECOM国 際 シンポジウム上 を開催 しました。
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午前の部で は,ア メリカの コマ ースネ ッ ト会長の

Mr.JayM.Tenenbaum氏 による基調講演 「米 国のEC

動 向 とCommerceNetの 取 り組 み」の他,ECOMワ

ーキンググループによる中間成果報告 を行 いました。

午後 の部 で は,サ イバ ーキ ャ ッシュCEOのMr.

BillMelton氏,EUDGIHのMr.PhilippeJ.Lefebvre

氏,ド イツ銀行技 術 開発部 長のMr.ChrisrofBlum

氏 による講演 の他,日 米欧有識者8名 によるパ ネル

討論が行 われ ました。 日本 か らの講 師は,須 藤 修

氏(東 京大学社会情報研究所助教授),千 本 倖生 氏

(慶慮 義塾大 学大学 院経営管 理研 究科教授),松 本

恒雄 氏(一 橋 大学法学部教授),ECOM主 席研究員,

コーデ ィネータは芳川 恒志 氏(通 商産業省機械情

報産業局情報政策企画室室長)が 行い ました。

(6)WWWサ ーバーの構築運営

平成8年4月 か ら準備 を始め,7月17日 のEC関

連団体 の合 同懇親会(全 日空ホテル)に おいて正式

運用 をアナウンス しました。

ECOMの 情報発信 の柱 として,

・ECOM成 果

・ECOMセ ミナー資料

・EC関 連記事の インデ ックス

・通商 産業省関連資料

・海外動 向資料

等 を掲載 してい ます。

"何 回 も利 用 して 貰 え るサ ー バ"を 目指 し ,

WWWサ ーバ タスクフ ォース等で,情 報の中身 ・見

易 さ等 を議論 して います 。月毎 の アクセス回数は,

現在 のところ増 加の方 向にあ り,更 にこの傾 向が続

くように検討 してい く予定です(図7)。

▼ 図7ア クセ ス状況(参 考)

●HP来 場 回数(httpYlwvvw.ecom.co.jp1に ア クセ スが あ った回数)
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ロ事務局内

μ
硲

●get数(1(ibl●ootの ア クセ ス を1回 とカウ ン トした載)
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(7)展 示会へ の参加

EC協 議 会の活動 を一般 に広報 周知す るため,平

成8年 度 におい ては 「WmdowsWorldExpoTokyo

96」 と 「ダイ レク ト・マ ー ケテ ィングフェ アt96」

の2つ の展 示会 に出展 し,来 場 者 にわが 国のEC動

向,推 進体制,ECOMの 取 り組み等 を紹介 しま した。

(詳細 は前号 をご覧下 さい。)

中央情報教育研究所
1.研 修 事 業

(1)高 度情報処理技術者 の育成

高度情報化 人材育成標準 カ リキ ュラムに基づ くモ

デル研 修,お よび時宜やニーズに合致 した特定 テー

マ コース を産学の講師を招聰 し,実 施 しました。

本 コース は8種 類 の体 系 か ら構成 されて い ます

が,受 講の容易性 を考慮 して さらに細分化 し,特 定

の コースだけで も受講で きる ように編成実施 しま し

た。

平成8年 度 の 開催 回数100回,受 講者数1,399名,

研修 に携 わった講 師135名 となってい ます。実施 し

た コース概要は表4の 通 りです。

▼表4高 度情報化人材育成研修実施概要

コ ー ス 名 回数 受講者

システム監査技術者 2 29

プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ 8 69

ア プ リケー シ ョンエ ンジ ニア 1 14

プロダクションエンジニア 6 39

ネ ッ トワー クスペ シ ャ リス ト 16 141

デ ー タベ ー ス スペ シ ャ リス ト 7 37

システム運用管理エ ンジニア 7 46

第一種共通 カ リキュラム 11 71

特定テ ーマ 42 951

合 計 100 1,399

(2)情 報処理技術 インス トラクタ研修

本事業は,学 校や企業における情報処理教育担当

者等のさらなる資質の向上を目的として実施してい

ます。

情報処理技術 インス トラクタ研修 は,情 報処理専

門学校や高等学校等 の教員 と企業 における教育担当

者 を対 象 と しています。前者においては指導上のポ

イン トを,後 者 においては技術知識 の修得 を主たる

学習 目標 に してお り,前 者の開催 回数 は29回,受 講

者数 は267名 となってい ます。 また,後 者の 開催 回

数は163回,受 講者 数は1,883名 となってい ます。

実施 したコース概 要は表5の 通 りです。

▼表5情 報処理技術インス トラクタ研修実施概要

対象者 コ ー ス 名 回数 受講者

第二種共通 カリキュラム関係 3 22

システムア ドミニス トレータ育成 8 89

教学 カ リキュラム関係
員校
対等 技術動向等 8 83

象の
システム技術 関係 10 73

合 計 29 267

教育エ ンジニア関連 9 83
担企
当薬 個別技術研修 144 1,707

者の

欝
関連技術 10 93

合 計 163 1,883

2.調 査研 究事業

(1)高 度情報処理技術者育成のための基盤整備

本事業は,情 報化人材の育成にかかわる基本的な

課題について調査研究を毎年継続 して実施 している

ものです。

平成8年 度は,標 準カリキュラム改訂作業の支援

を目的とし,情 報処理技術者試験関係者へのヒアリ

ング調査の実施 ・取 りまとめを行いました。

さらに,標 準カリキュラムの改訂に必要な各カリ

キュラムで用いられている主要用語の整理をJIS用

語や情報処理ハン ドブックを用いて行 うとともに,

JIS化 されたSLCP(ソ フトウェアライフサイクルプ

ロセス)に おけるソフ トウェア開発の作業項目と標

準カリキュラムが包含する作業項目との対比を行

い,「 高度情報処理技術者育成のための基盤整備資
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料集」 として取 りまとめました。

(2)高 度情報処理技術者育成に関する調査研究

当研究所では,平 成5年 に行われた産業構造審議

会情報産業部会情報化人材対策小委員会の提 言

(「高度情報化人材類型」)に 基づ き,高 度情報化人

材育成のための 「高度情報処理技術者育成標準カリ

キュラム」(標 準カリキュラム)を 作成 し,そ の普

及 ・定着に努めています。

一方
,情 報技術(rr)は 相変わらず目覚ましい速

さで進展 しており,平 成7年 度に実施 した調査にお

いても,標 準カリキュラムの改訂 に関する意見が数

多く収集できました。

このような背景から,平 成8年 度は標準カリキュ

ラムの陳腐化,硬 直化を回避すべ く,改 訂版の作成

作業を開始 しました。

具体的には,標 準 カリキュラム間で生じる問題点

の調整を担当する標準 カリキュラム調整委員会(委

員長:上 條 史彦 ・東海大学情報処理研究教育施設

教授,他18名)と 各標準カリキュラムの改訂を検討

する13の 標準カリキュラム検討委員会(主 査13名,

および各委員会委員)を 設置 し,標 準 カリキェラム

改訂の要点取 りまとめを行い,「 高度情報処理技術

者育成指針に関する調査研究報告書」 として取 りま

とめました。

(3)情 報化人材の育成に関する産学連携の推進

情報処理教育の円滑な推進を図るためには,企 業

や学校がそれぞれの役割に応 じた教育の充実を図る

だけでなく,両 者が相互に連携 し,そ れぞれの機能

を補完 しつつ進めることがより効果的です。

かかる視点から本事業では,と りわけ情報産業 と

の結びつきが強い情報処理専門学校 と企業間の望ま

しい連携の在 り方に焦点を当て,平 成5年 度か ら年

度毎にテーマを設定 して調査研究を実施 してきてい

ます。平成8年 度 も引き続き,産 学官の有識者から

成る 「産学連携 の推進 に関す る調査研究委員会」

(委員長:岡 野 壽夫 ・筑波技術短期大学聴覚部教

授)を 設置 し,昨 年作成 した企業実習のためのガイ

ドラインの評価を行い,そ の結果に基づいた改善 を

行 うとともに,企 業が望む情報処理教育 と学校で実

施 しているものとの現実のギャップを調査 し,企 業

実習によって専門学校生のギャップが埋められるか

について検討 しました。

その結果,次 のことが判明 しました。

・情報系専門学校は,第 二種午前レベルの教育を

実施 している所が多い。

・情報系専門学校の新卒に企業側は,第 二種午前

レベルを期待 している所が多い。

・情報系専門学校生の企業における評価は,高 校,

短大,大 学に比べ高い所が多い。

・しか し,大 卒への期待が高いせいか,情 報系,

非情報系にかかわらず,企 業側の評価が低い所

が多い。

また,平 成7年 度に引き続 き,上 記委員会のほか

に専門学校間における意見調整の場 として,別 項の

情報化人材育成学科認定校の教員から成る 「産学連

携の推進 に関する調査研究分科会」(主 査:舟 本

奨 ・学校法人電子学園日本電子専門学校校長)を 設

置 し,専 門学校における実務教育の重要な位置を占

める学生の企業実習を取 り上げ,各 学校の特色ある

企業実習の実状を把握するとともに,各 学校のレベ

ル向上に向けた分科会を開催 しました。

さらに,当 該事業の一環として 「産学連携フォー

ラム」を広島において開催 し,地 域における産学連

携推進のための普及啓蒙活動 を行いました。

これ ら事業の成果は,「産学連携の推進 に関する

調査研究報告書」として取 りまとめました。

(4)マ ルチメディアを用いた先進的教育手法に関す

る調査研究

近年の情報技術の急速な進歩に伴い,情 報化を巡

る環境は目覚ましく変化 しています。中でも,通 信

技術の進展 ・普及は著 しく,ネ ットワークを介 した

情報の交換や発信,収 集が産業界は言うまで もなく,

個人生活の場へ も浸透してきてお り,情 報処理の技

術 ・能力育成が多岐にわた り求められています。
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平成8年 度は,集 合研修 ・個人研修 における研修

効果の向上 を図 ることか ら,イ ンターネ ッ トの ホー

ムペ ージ形式でモデル教材 を作成 し,そ れをイ ンタ

ラクテ ィブに活用する技術等の評価 な らびにそ れを

教育 に利用 した場 合の効果 とい った観点 か ら調査研

究 を開始 し,こ の教育 システムの教育的効果 として,

次 の結論 を導 き出 しま した。

・マ ルチ メデ ィア情報 を扱 うことがで き,イ ンタ

ラクティブにや りとりで きる。

・HTML形 式 で作成 した教育 ソフ トは ,媒 体や環

境 を選ばず利用で きる。

・不特定多数への教育機 会を均 等 にする。

・時 間と場所 の制約 を受けない。

・学習の進度 を管理で きる。

この結論 に基づ き検討 を進め,イ ンターネ ッ トを

使 った教育 システムの提案 を行い ま した。なお,上

記検討 は,マ ルチメデ ィア技術 に精通 した実務家 か

ら成 る 「マ ルチ メデ ィアを用いた先進 的教育手法 に

関する調査研 究委員会」(委 員長:浅 井 宗海 ・中央

情報教育研究所専任講師)を 設置 し行 い ました。

本事業 の成果は,「 マルチ メデ ィア を用い た先進

的教育手法 に関す る調査研究報告書」 として取 りま

とめ ました。

(5)高 度情報処理技術者育成のための応 用調査研 究

標準 カリキュラムに沿 った教育の定着 を図るため

には,カ リキュラムに準拠 した学習用テキス トが不

可欠です。 このため当研究所では これまで当該 カ リ

キュ ラムに完全 に準拠 したモ デルテキ ス トを作成

し,広 く普及に努めて きてい ます。

しか しなが ら教育 の現場 において教育効果の よ り

一層 の向上 を図 るため には
,動 画や グラフ ィクス,

音声 や文 字 な どの多様 な情報 を容 易 に取 り扱 った

り,シ ミュレーシ ョン等 を用 いて視 覚的な疑似体験

をさせ る教育が必要 となって きてい ます。

そ こで3年 計 画の もとに標準 カリキュラムに準拠

したモデルテキス トをベース としたマルチメデ ィア

教材の応用調査研究 を実施するこ ととしま した。

初年度である平成8年 度においては,企 業等から

のニーズが高 く,ま た教育内容がマルチメデ ィア化

に適 していると思われるシステムア ドミニス トレー

タを対象 としてプロトタイプを作成 し,CD-ROM媒

体 に格納 しました。

本事業の成果は,「 高度情報処理技術者育成のた

めの応用調査研究報告書」 として取 りまとめ まし

た。

(6)専 門学校における高度技術者(3年 制)お よび

利用技術者(シ ステムア ドミニス トレータ)教 育

のあ り方に関する調査研究

情報システムの構築技術や利用技術の高度化に伴

い,情 報処理専門学校における教育について,よ り

高度な教育体系やそのための体制の整備が求められ

ています。また,18歳 人口の激減に伴 う大学との競

合の激化 も大きな問題 となってきており,平 成5年

度か らこれら問題点の解決に向けた調査研究を進め

ています。

平成8年 度は前年度に引 き続 き,3年 制の専門学

校 における第一種,第 二種お よびシステムア ドミニ

ス トレータカリキュラムに基づ く教育の実施に焦点

を当て,そ こで必要となる専門学校教育カリキュラ

ムのあり方に関する調査研究を実施 しました。

実施に当たっては,企 業の教育担当者や情報処理

専門学校の教員か ら成る 「専門学校における高度技

術者およびシステムアドミニス トレータ教育のあり

方 に関する調査研究委員会」(委 員長:井 上 哲夫 ・

エデュコ教育研究所所長)を 設置し,ご昨年作成 した

モデルカリキュラムの評価 とその結果に基づ く改善

を行いました。また,18歳 人口の激減 という観点か

ら,専 門学校教育 と大学教育の棲み分けや協調など

の検討を踏 まえ,3年 制専門学校における教育のあ

り方について検討を行いました。

本事業の成果は,「専門学校における高度技術者

及び利用技術者教育のあり方に関する調査研究報告

書」 として取 りまとめました。

(7)情 報処理教育実態調査
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わが国における情報処理教育の現状や課題を経年

的に把握 し,施 策検討等に資するため,平 成8年 度

も引き続 き 「情報処理教育実態調査委員会」(委 員

長:宮 川 公男 ・麗澤大学国際経済学部教授)を 設

置 し,企 業および大学等学校教育機関へのアンケー

ト調査ならびに資料調査等を実施しました。

発送件数:企 業 ・2,796件,学 校 ・841件

回収件数:企 業 ・756件(27.0%),

学校 ・544件(64.7%)

平成8年 度は,例 年,設 定 している情報処理教育

の実施内容や方法,課 題等の固定テーマに加え,学

校に対 しては,校 内LANや インターネットの教育利

用とその評価 について,企 業に対 しては,社 内LAN

やインターネットの利用環境のほか,今 後の技術動

向等に対応する人材 の育成についての意識や情報処

理技術者と一般社員に対する情報関連研修の実態等

に関して調査項目を新設 しました。

インターネットの接続状況については,前 年度は

回答企業の57%で あったのに対 し,平 成8年 度の回

答では7割 弱,計 画中も含めると約9割 の企業 に達

しています。また,イ ントラネットについても導入

済みが18%を 超え,計 画中と合わせて7割 弱の企業

になるなど,社 内のネットワーク環境が整備されつ

つある状況が表れています。

さらに,こ うしたネットワーク等の新 しい情報 ・

通信技術をツールとして使用できる一般社員や,こ

れらを利用する業務 を企画 ・実現できる人材,当 該

環境を構築できる人材に関しては,今 後 も含めて必

要であると回答 じた企業が9割 を超えてお りジ現 在

は半数の企業がそうした人材が非常に不足 している

との回答を示 しており,こ の対策 として轡杜南で育

成 していくという積極的な意向を持つ企業は7割 と

なっています。

これらの調査結果は,「情報処理教育実態調査報

告書」として取 りまとめました。

(8)遠 隔地教育の効率化に関する調査研究

東京に集中しがちな情報処理産業の地域への分散

を図った り,最 近地域で台頭 してきた情報処理産業

に従事 している技術者の育成を図るためには,地 域

における情報処理教育の充実が必要です。

このため,地 域的 ・時間的 ・経済的に対応が可能

な遠隔情報処理教育システムの開発が切望されてい

ます。

そこで本調査研究では,現 在地域で実施されてい

る情報処理技術者教育と歴史的に評価されている通

信教育の融合を図るため,現 状の通信教育の実態 を

把握 し,そ の欠点を補完するものとして,ま た設備

費用が高い衛星を用いた遠隔地教育の代替 として,

ISDNを 用いた遠隔情報処理教育システムの開発に

向けた方向を明らかにしました。

具体的には,通 信教育の実態および仕組みに関す

る調査,情 報処理教育における今後の通信教育のあ

り方等の検討を行いました。また,ISDNを 用いた

ワークステーションベースの遠隔情報処理教育シス

テムとインターネットを用いたパソコンベースの遠

隔情報処理教育システムの概念構成の提案,お よび

それらの技術的課題 についても検討を行いました。

実施に当たっては,本 研究所が永年蓄積 した情報

処理教育に関するインス トラクション技術,教 育手

法,教 育企画等のノウハ ウをもとに,コ ンピュータ

メーカー,通 信業者,専 門学校等にヒアリングを行

うとともに,イ ンターネットで海外での遠隔教育に

関する最新の情報を入手 し 「遠隔地教育の効率化に

関する調査研究報告書」として取 りまとめました。

3.普 及絡 事業

(!)情 織 人材育成認定制度の運用

咋靖喋 は,平 成6年 度に情報処理専修学校および

その他の教育機関の情報処理学科を対象とした 「情

報化人材育成学科認定制度」(平 成6年8月15日 告

示)が 制定されたことに伴い,当 該事業の審査作業

を 「情報化人材育成学科認定審査委員会」のもとで

実施 してお り,平 成8年 度はその審査結果が10月28

日の通産省公報に公示されました。
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また,平 成6年 度および平成7年 度認定校からの

実績報告書の審査,平 成8年 度の1類(3年 制)認

定校およびll類(A)(2年 制)の 新規認定校の実地

調査 も併せて行い 「教科研究調査報告書」 として取

りまとめました。

平成8年 度における有効申請件数,認 定学科件数

および平成8年 度現在の総認定学科件数は,表6の

通 りです。

(2)情 報処理教育機関等に対する普及啓蒙

①地域交流セ ミナーの開催

産業界のニーズに即 した情報処理技術者教育の推

進 と地域 における情報処理技術者教育を活性化 し,

地域の情報化の推進に資するため,情 報処理専修学

校等の教職員や地域の情報処理関連企業等を対象と

▼表6情 報化人材育成学科認定件数

した 「地域 交流 セ ミナ ー」 を開催 しま した(参 加

者:計67名)。

セ ミナーの開催地,日 程,講 演テーマ ,講 師等は,

表7の 通 りです。

② 産学連携 フォー ラムの開催

昨年 に引 き続 き,情 報処理分野 における産業界 と

教育界 との交流の促進 を図 り,産 学連携へ の一層の

理解 を促 すため,以 下 に よりフォー ラムを開催 しま

した。

期 日:平 成9年2月13日(木)

場 所:広 島県立産業技術 交流セ ンター(広 島県情

報 プラザ)2F第1研 修 室

テ ーマ:専 門学校 における企 業実習の重要性

参加者:56名

平成8年 度
有効申請件数

1類 13件(12学 科,1コ ース) 平成6年 度のll類(A)認 定校の更新に

当 たる。

新規:24件 更新:24件ll類(A) 48件(34学 科,14コ ース)

平成8年 度
認定件数

1類 4件(3学 科,1コ ー ス)

新規:8件 更新:24件
11類(A) 32件(23学 科,9コ ー ス)

総認定件数
1類 14件(8学 科,6⊇ 一 ス) H6:1類9件

H7:1類1件11類(A)12件

H8:1類4件ll類(A)32件ll類(A) 44件(29学 科,f5コ ー ス)

(注)1類:3年 制,11類(A):2年 制

▼ 表7地 域交流 セ ミナ ー実施 概要

開催地 開催日 テーマお よび講師 参加人数

『情報通信と社会の情報化』
「企業の中のネ ッ トワー ク活用 イン トラネッ ト等」 ・

大 阪 平成9年1月29日 田村 武志(大 阪府立大学) 13

「社会の情報化 と教育 ・学習」

前迫 孝憲(大 阪大学)

「イ ンターネ ッ トの利用技術」

仙 台 平成9年2月5日
「マルチメデ ィアとイ ンターネ ッ トの教育への活用」

浅井 宗海(中 央情報教育研 究所)
、

13

「電子商取引 電子決済 と電子マネー」

青 島 幹朗((株)ジ ェー シ ー ビー)

『今後の情報処理教育の方向性」
「マルチ メディア とインターネ ッ トの教育 への活剛

浅井 宗海(中 央情報教育研究所)
東 京 平成9年,2月10日 「わが国の情報処理教育の現状」 41

山次 和男(中 央情報教育研究所)
「国際比較 情報技術に必要 な知識 ・技術」

石川 昭(青 山学院大学)

合 計 」 67
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プログラム:

・「開会挨拶」

吉 岡 卓二 氏(通 商産業省中国通産局機械情報産

業課 長)

・基調講演 「産学連携 のあるべ き姿」

齋藤 浩 氏(筑 波大学先端学際領域研究 セ ンター

教授)

・事例紹介1「 わが校 における企業実習事例」

杉本 昭二 氏(ト ライデ ン トス クールオブインフ

ォメー シ ョンテクノロジー)

・事例紹介2「 専 門学校における産学連携 」

平井 利明 氏(静 岡産業技術専 門学校校長)

・事 例紹 介3「 専 門学校 におけ る企 業実 習の 重要

性」

三原詰 章夫 氏(広 島工業大学専 門学校校長)

・パ ネルデ ィスカ ッシ ョン 「実務能力取得 のための

産学連携」

コーデ ィネー ター:岡 野 壽夫 氏(筑 波技術短期

大学)

パネラー:齋 藤 浩 氏(筑 波大学),舟 本 奨 氏

(日本電子専門学校),山 口 圭一 氏((株)SRA),

小松 忠司 氏(日 本電気(株))

(3)高 度情報化 人材育成モデルテキス トの作成お よ

び普及

標準 カ リキ ュラムに準拠 した第田期分の 「教育エ

ンジニアテキス ト(2種)」,「 ソフ トウェア生産技

術 スペ シャリス トテキス ト」お よび 「基本 システム

スペ シャリス トテキス ト」 の作成 を行 いま した。

また,以 下の標準 カリキュラムならびにモ デルテ

キス トの普及に努 めてい ます。

◇高度情報化 人材育成標準 カリキュラム(17種)

◇ モデルテキス ト

第二種 共通 テキス ト(15種)

システムア ドミニス トレータテキス ト(1種)

第一種共通テキス ト(18種)

高度情報化人材育成テキス ト(11種11分 冊)

情報処理技術者試験センター

情報処理技術者試験センターでは,情 報処理技術

者試験の確実な実施と,情 報処理技術者の育成 ・評

価に寄与すべ く啓蒙普及活動,調 査活動に取 り組ん

でいます。また,国 際社会においても日本の情報処

理技術者試験制度 を紹介 し,各 国の情報処理振興活

動に協力 しています。

現在の活動状況を以下に紹介 します。

1.情 報 処 理 技 術 者 試 験 の 実 施

情報処理技術 者試験 は,昭 和44年 のス ター ト以来,

現在 まで の28年 間 に応募者総数677万 人 を数 え,合

格者総数 も62万 人 を超 える国家試験 として発展 して

きま した。平成6年 秋期か らは新試験制度 に移行 し,

制 度移行後 の2年 半で応 募者数124万 人,合 格者数

13万 人 を数 えるに至 ってい ます。既 に,合 格者62万

人の うち2割 が新人材 です。

平成8年 度 には,マ イコン応用 システムエ ンジニ

ア試験,上 級 システムア ドミニス トレー タ試験 の2

つが新たに追加 され,全13試 験 区分 を年2回 に分 け

て実施 してい ます。平成8年 度の応募者数 は,春 期

225,188人,秋 期265,903人,総 計491,091人 であ り,

前 年比2.2%(10,948人)減 とな りま した。 また,合

格者総数 は,50,149人 で した。

(1)平 成8年 度春 期情報処理技術 者試験

平成8年 度春期試験 の実施状況 は表8の とお りで

す。第一種,第 二種の応 募者数 の減少が大 き く,前

年 同期 と比べ 第一種で8,889人(10.2%)減,第 二種

で10,756人(9.1%)減 とな りま した。 また,春 期全

体では,16,715人(6.9%)減 とな りました。

新 たに追加 されたマ イコン応用 システムエ ンジニ

ア試験 は,応 募者数2,980人 と他試験 に比べ少 ない

結果 とな りま した。

(2)平 成8年 度秋期情報処理技術者試験

平成8年 度秋期試験 の実施状況 は表9の とお りで

す。第二種 の応募 者数 は,前 年 同期 と比べ6,916人
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▼表8平 成8年 度春期情報処理技術者試験実施状況

試験区分 応募者数 前年度比(%) 合格者数 合格率(%)

プロ ジ ェ ク トマ ネー ジ ャ 10,282 一9
.2 323 6.5

システム運用管理エ ンジニア 4,159 一9
.6 140 6.1

プロダクションエ ンジニア 13」20 2.4 593 7.3

デ ー タベ ー ス スペ シ ャ リス ト 9,097 14.0 341 6.7

マイコン応用 システムエ ンジニア 2,980 一 276 14.2

第一種情報処理技術者 78,262 一10 .2 6,209 13.1

第二種情報処理技術者 107,288 一9 .1 10,467 14.7

合 計 225,188 一6 .9 18,349

▼表9平 成8年 度秋期情報処理技術者試験実施状況

試験区分 応募者数 前年度比(%) 合格者数 合格率(%)

システ ム ア ナ リス ト 6,120 一17
.8 204 6.3

システム監査技術 者 4,530 一24
.5 140 6.2

ア プ リケ ー シ ョ ンエ ン ジニ ア 23,122 一13
.3 630 5.6

ネ ッ トワ ー クス ペ シ ャ リス ト 38,900 2.6 1,095 5.5

第二種情報処理技術者 刊2,433 一5
.8 10,241 12.9

上 級 シ ステ ム ア ドミニ ス トレー タ 8,487 一 325 6.1

初 級 シ ステ ム ア ドミニ ス トレ ー タ 72β11 15.2 19,165 33.3

合 計 265,903 2.2 31,800

(5.8%)減 とな りま したが,春 期 に比べ減少幅が小

さかった ことと,初 級 システムア ドミニス トレータ

試験 の応募者数が9,556人(15.2%)増 加 したことで,

秋期 試験全体 では,5,767人(2.2%)の 応募 者増 と

な りました。

新 たに追加 され た上級 システムア ドミニス トレー

タ試 験 は,応 募者数8,487人 と年齢制 限が 同 じ27歳

のシステムアナリス ト,シ ステム監査試験 と比べ 多

くなってい ます。初級 システムア ドミニス トレー タ

試験の応募 者状 況か らみて も,上 級 システムア ドミ

ニス トレー タ試験 の応募著増が期待 されるところで

す。

2.情 報処理技術者試験 に関する国際交流

(1)中 国の情報処理技術者試験機関およびシンガポ

ールの 日本 ・シンガポールソフ トウェア技術研修 セ

ンターに試験問題等 の情報提供 を行 い ました。

(2)タ イのバ ンコクで開催 された東南 アジア地域 コ

ンピュー タ諸 国連合(SEARCC)・ 情報処 理技術 者

専 門部会(SRI(}PS)お よびSEARCC!96に 職員 を派

遣 し,情 報処理技術者 の職務分類モデル,資 格認定

モ デル等 のガイ ドラインの作成 に協力 しま した。

・期 間:平 成8年7月3日 、～8日

・派遣員:榎 本 晃(情 報処 理技術 者試験セ ン タ

ー技術部次 長)

(3)平 成8年 秋期 試験 にお いて,SEARCC・SRIG-

PSの メ ンバ ー2名 の視 察 を受 け入 れ,試 験 実施

に関する意見交換 ならびに試験会場 の視察 を行い

ま した。
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3.情 報 処 理 技 術 者 試 験 の 広 報 活 動

(1)上 級 システムア ドミニス トレータ試験 の説明会

実施

平成8年 度秋期試験 か ら新 たに実施 された上級 シ

ステムア ドミニス トレー タ試験 に関す る説 明会 を,

全 国6会 場,平 成8年6月3日(月)～7日(金)

までの5日 間で行い ま した(表10)。 説明は,1.5時

間の うち,最 初の1時 間で試験説明 を行 い,残 り30

分 を質疑応答 に充て る構 成で行 い ました。全国で33

件の質問があ り,情 報 システムの利用者側の人材で

あるシステムア ドミニス トレー タに対 する関心 の高

さを うかがわせ ま した。 また,参 加者では,情 報 シ

ステムの 開発者側 の人材 である と思われる システム

開発部,技 術部,電 算 部な どとともに,利 用者側 の

人材 と思 われ る総 務部,経 営企 画部,営 業企画部,

経理部な どが見受 け られ,応 募者層 の広が りが期待

され ます。

(2)新 聞 ・雑誌へ の広報活動

情 報処理技術者試験 の実施 に関す る案内 を新聞 ・

雑誌 に掲載 し,周 知 を図 りま した。広告掲 載 の新

聞 ・雑誌 は,表11の とお りです。

▼表10上 級システムアドミニス トレータ試験説明会の実施状況

開催地 開催日 時 間 場 所 参加人数

東 京 6月3日(月) 13:30～15:00 ヤ クル トホ ー ル 423人

大 阪 6月5日(水) 13:30～15:00 国民会館 住友生命ビル 128人

福 岡 6月5日(水) 13:30～15:00 福岡商工会議所ビル 64人

仙 台 6月6日(木) 13:30～15:00 仙台第2合 同庁舎 49人

広 島 6月6日(木) 13:30～15:00 広 島県立産業技術交流 センター 58人

名古屋 6月7日(金) 13:30～15:00 名古屋国際会議場 127人

合 計 849人

▼表11広 告掲載 新聞 ・雑ts-一覧

新聞 ・雑誌 名 発行日 内 容

日経産業新聞 平成8年7月17B 囲み記事の提供,試 験の紹介

朝日新聞 平成8年7月23日 試験実施の案内掲載

日経産業新聞 平成9年1月16日 試験実施の案内掲載ノ

日経巌揃新聞 平成9舶 月20日 囲み田本磯 ・・試験の紹介
」

臼本工業新聞. ,1・輔9年1月 鍛 日
'㌔ 、

鷲填麟 鮮 肉掲斡.
,

日刊工業新聞 平成蝉1月22日
w"'・L

,.

撒 の案内掲載

雑誌 インタフェース 平成9年1月25日 マイコン試験実施の案内掲載

一46一



4.情 報処理技 術者試験 に関 する調査

(1)学 校関係者,企 業関係者に対するインタビュー

調査

学校関係者,企 業関係者に対 して,情 報処理技術

者試験への取 り組み方や試験に対する要望などを聞

き,今 後の試験運営に役立てることを目的とし,各

支部を通 じインタビュー調査を行いました(表12～

13)。

・学校関係者への調査

期間:平 成8年2月(1ヶ 月間)

対象:専 門学校 ・50校

職業高校 ・23校

・企業関係者への調査

期間:平 成8年5月(1ヶ 月間)

対象:全 国の企業団体109社

▼表12地 域別企業数

地域 企業数 地域
.

企業数

北海道 10社 中国
1

11社

東北 刊社 四国
1

8社

関東 18社 九州
1

21社

中部 15社 沖縄 4社

近畿 11社 合計 109社

▼表13業 種別企業数

業 種 企業数 構成比

電算機 製造 ・販売業

(コンピュータ関連機器含 む)
8社 7.4%

ソフ トウェア業

(システム設計、ソフ トウェア開発 など)
60社 54.6%

情報処理サー ビス業

(情報処理の運用代行,デ ータベース ・パ

ンチなどのサービス,計 算セ ンターな ど)

15社 13.9%

上記以外の一般企業及び団体 26社 24.1%

合 計 109社

(2)マ イコン応 用 システムエ ンジニア試験 に関す る

ア ンケー ト調査

平成8年 春期試験 か ら新 たに 「マ イコ ン応用 シス

テムエ ンジニア試験」 を実施 しました。情報処理技

術者試験 セ ンターで は,同 試験 の普及啓 蒙活動 と,

一層 の充実 を図 ることを目的 とし(社)日 本 システム

ハ ウス協会会員企業 ,(社)日 本電子工 業振興協会会

員企業 に対 しア ンケー ト調査 を行い ま した(表14～

15)。

・実施期 間:平 成8年11月1日 ～18日

(日本 システムハ ウス協会)

平成8年12月1日 ～18日

(日本電子工 業振興協会)

・対 象:日 本 システムハ ウス協 会 ・61社

(回‖又率44,2%)

日本電子工業振 興協会 ・48社

(回‖又率24.8%)

▼表14地 域別企業数

地域 日本 システムハウス協会

企業数

日本電子工業振興協会

企業数

北海道 12社

関東 17社 37社

中部 9社 3社

近畿 17社 7社

九州 6社 1社

合計 6f社 48社

▼表15業 種別企業数

業 種
日本システムハウス協会

・

日本電子工業振興協会

企業数 構成比 企業数 構成比

電算機製造 ・販売

業(コ ンピュータ

関連機器含 む)

6社

、

9.8% 19社 39.6%

システムハ ウス 37社 60.7% 1社 2.1%

メカ トロニクス関

連企業
4社 6.6% 4社 8.3%

情報処理サービス

業等
8社 13.1% 5社 1α4%

その他 6社 9.8% 19社 39.6%

合 計 61社
ご

48社
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STEP推 進センター

STEP推 進 セ ンターは一貫 して,STEP規 格 国際

標準化 の推進,STEPに 関する調査お よび普及活動,

STEP(StandardfortheExchangeofProduct

modeldata)技 術 の 開発 と実用化促進 に力 を注 い

で きま した。平成8年 秋 には主要企業 か らの出向者

を軸 に事務局 の陣容 を大幅 に強化,平 成9年2月 に

は全 員兼務 者 なが らSGML部 を新設,現 在 は総 務

部,業 務 部,技 術部 と合 わせ4部,事 務局全体の人

数 はセ ンター長以下20名 の体制 となってい ます。

最近は,従 来の啓蒙 ・普及,米 国な ど海外先進動

向の調査 とい った枠組 みか ら踏み出 し,「 業種 ご と

の状況 に応 じたSTEP実 用 化の推進」 とい う視 点 を

明確 に据 え,産 業界へ の浸透 に重点 を移 しつつあ り

ます。

具体的 には,平 成8年 度か ら2年 計画 で情報処理

振興事 業協 会(IPA)が 行 う 「企 業間高度電子商取

引推進事業」の も と 「STEPシ ステム構 築支援機能」

の研 究開発 に着手 しま した し,CALS技 術研 究組合

や 当 セ ン タ ー 主 要 会 員 会 社 との 協 調 に よ り,

CALS/STEP連 絡会,CALS/SGML連 絡 会 をス ター

トしま した。SGML部 の新設 もSTEPと ともにCALS

の重 要 な構 成要 素 とな ってい るSGML(Standard

GeneraliZedMarkupLanguage)へ の取 り組 みを強

化す るためです。 さ らにSTEPの 持 つ本 来の意義 や

国際標準化 の現状,STEP推 進 セ ンター 自体の活動

状 況,SI'EP応 用の実際 な どを広 く知 って もらうこ

と を 目 的 に,平 成8年11月 に ホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.jstep.jipdec.or.jp/)を 開設 し,9年 初

め には英語版の提供 も始 めま した。

以下,平 成8年 度 を中心 にSTEP推 進 セ ンターの

活動状況 を紹介 します。

1.STEPの 標準化 に関 す る調査研 究等

(1)ISO(国 際標準化機構)で の審議への参加およ

び協力

製品の設計 ・生産にかかわる技術情報 の異 なるシ

ス テム間での交換,共 有 を可能 にす るSTEPの 標準

化 を進 め てい るISO/TC184/SC4に 協力 す るため,

国内対策委員会 を運営 し,日 本案の提案 を含めた標

準化案の審議お よび国際会議へ の代表団 を派遣 しま

した。国際会議 の開催期間 と開催場所は次の通 りで

す。

・平成8年6月9日 ～14日 神戸(日 本)

・平成8年10月6日 ～11日 トロン ト(カ ナダ)

・平成9年3月2日 ～7日 チ ェスター(イ ギリス)

(2)国 際会議の開催 ・運営

上記 の通 り,神 戸 でISO/TC184/SC4の 国際 会議

が 開催 され,当 セ ンターが事務局 を務 めま した。 日

本 での開催 は,東 京(昭 和63年),札 幌(平 成3年)

に続 いて3回 目で,参 加者 は15カ 国か ら約200名 で

した。

(3)JIS化 の検討

ISOで の審議 に基づ き発効 となったSIEP規 格 の う

ち,Part44(製 品構造形 態),Part46(可 視表 示),

AP201(明 示的な2次 元製図),AP203(設 計 におけ

る形態管理)に つ いてJIS(日 本工業規格)化 の検

討 を実施 し,要 約JISと しま した。

2.STEPの 実 用 化 の た め の調 査研 究

(1)平 成8年 度工業標準化委託調査研究

「プラン トソフ トウェア標準化 に関す る調査研 究」

と しての成果 を次の ような内容 の報告書 にまとめ ま

す。

◇ 発電プラ ン トワーキ ンググループ報告

・プ ラン ト関連の 開発動 向:プ ラ ン ト関連STEP

の活動状況,プ ラン ト関連国際会議報告,プ ラ

ン トCALS実 証事業

・発電プラ ン ト・プロダク ト ・モデルの開発

◇3次 元設計

・現状 のCADデ ー タ交換 に関す る問題点 ,STEP

ツールの機能分析

・サ ンプルデー タを使 用 したSTEPツ ールの機能
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調査

◇ 製品管理

◇生産設計

・「STEPに よるCAD/CAM統 合」実証 プロジェク

トの提案

・海外 におけるAP224利 用 プロジェク トの概 要

◇ アセ ンブ リモデル

・アセンブ リモデルに対するニーズの調査
,研 究

状 況の分析

◇パ ラメ トリックス

・ユ ーザ ーニーズ分析

・市販 システム ・ベ ンチマーク結果

◇ プロ ダク トモデル記述言語 ワーキ ンググループ報

告

・プロダク トデータ記述 の基礎技術

・STEP関 連組織 による記述言語

◇機械部品

・標準化不在の現状 における問題点

・標準部 品ライブラ リ標準化 の条件

(2)平 成8年 度 「STEP実 用化 に関す る調査研 究」

と して次 のような内容の報告書 にま とめ ます。

◇srEP利 用に関す る海外調査報告

・米国SllEP技 術最新動 向=南 カリフォルニア大
,

PDES社

・米 国STEPユ ーザ ーの実情報告=GM社/SCC
,

ボーイング社

・STEP関 係 ベ ンダの最新 事情=INTELLICORP

社,PDrr社

◇ 国内業種 別CAISのSIEPへ の取 り組み と国際協調

・自動車CALS
,プラ ン トCALS,航 空機CALS,船 舶

CAIS建 設CALS,訂EPシ ステム構築支援機能 の

研 究開発

srEpの 実用化促進のためには,SlrEP規 格に準拠

した製品データを利用する手段や方法ができるだけ

簡便である必要があ ります。そうした目的に沿って,

STEP実 装ツールやシステムの開発 を効率化するた

め に 新 規 にHLDAI(HighLeve1DataAccess

Interface)の 構築 を進 めてい ます。平成8年 度 は下

記機能の基本設計 を行い,機 能仕様書,構 造仕様書

を作成 しました。

・HLDAIジ ェネレー タ機能

STEPデ 一 夕ベ 一一ースをア クセスするHLDAIの 仕

様,な らびに この仕様 を元 にSTEPの 処 理系 で使

用 されるHLDAI部 品ライブラリの自動生成機能

・HLDAIに よるCADデ ータ交換機能

HLDAIを 使 ってSTEPデ ー タベー スを経 由 して

CAD間 のデー タを交換す る機能

・HLDAIに よるPDMで のSrEPデ ー タ活用機能

HLDAIを 使 ってPDM(PrOductDataManagement)

でSTEPデ ー タベ ース との 間でデー タ登録,検 索

を行 う機 能

平 成9年 度 はHLDAIのSTEPデ ー タ交換 システム

としての実 用性 を検証 します 。

3.STEPの 普 及 促 進 活 動

国内外 のSTEPの 利 用実態 を把握 す る とと もに,

STEP関 連技術 を調査 し,セ ミナー,調 査報告 ・情

報 交換会 を通 して,次 の ようなSTEPの 普及活動 を

展 開 しま した。

(1)ツ ールセ ミナーの開催

平成8年6月,STrEPTools,ProSCEP,CIMIOな ど

のツール説明会実施

(2)各 国関連機関 との交流:

平成8年6月,カ ナ ダSTEPセ ンター

同年10月,イ ギ リス ミッシ ョン

同年11月,台 湾 ミッション

(3)国 際級展示会への 出展

①CALSJAPAN96(東 京国際展示場,平 成8年10

月14～17日)

出展 内容:

・パ ネルによるSIEP推 進 セ ンターお よびCAIS

とsrEPの 関係 の紹 介
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・STEP製 品 デー タ構成 管 理 シス テ ムの デモ

(協力:東 芝)

②DIGrrALMEDIA96(幕 張 メ ッセ,平 成8年11

月20～22日)

出展 内容:

・srEP推 進 セ ンター紹介 ,SIEP紹 介

・製品構成 データ管理 システムデモ(協 力:東

芝)

・STEPデ ー タ交換実験デモ(協 力:KGTInc .)

(4)ホ ームページの開設(平 成8年11月)

主なコンテ ンツ:

・S'rEPと は

・srEP推 進セ ンター

・ISOとSTEP

・ライブラ リ

・カ レンダー

・関連サーバへ の リンク

先端情報技術研究所

先端情報技術研究所(A】TEC:ResearchInstitUte

forAdvancedInformationTechnology)で は,内 外

の先端情報技術 の研 究 開発動 向調査(技 術 調査部)

と第五世代 コンピュータ技術研究成果 の普及促 進等

(第五世代普及振興部)の 両事業 を実施 してい ます。

今 回は,技 術調査部の 「ペ タフロ ップスマ シ ン技

術研究動向調査」 と 「ネ ットワー ク及 びAI関 連の情

報技術 の研究開発動 向調査」の2つ のワーキンググ

ループ活動 について,ま た,第 五世代普及振興部 に

ついては活動概況を報告 します。

1.ペ タフ ロ ップ スマ シ ン樹 爾研 究 勤 向 ■ 査

(1)調 査の背景1・/`il・,..…

ペ タフロ ップス:(Pe栖(10吟 ボL⑤蔀$(』

P・int・pe・ati。n声練 〔 瀦 織 機 嘩 ⑳`

示す通り,耽=藩 繰 嚇 騨 顧 瞭

ユータの最離 能醜 麟腰鱒 熊

(10i2)FLOPS)"を3桁 以上上回 る性能 を持つ コ ン

ピュー タです。その計算性能 を見積 る と,1台 で現

在全 米にあるすべての コンピュータの計算能力 を合

わせた ものよ りも,大 きくなるといわれてい ます。

アメリカでは,こ のペ タフロップスマ シ ンの開発

をテ ラフロップスマシンの研 究開発 の後 を受 けて19

91年 よ り,20年 計画 でス ター トさせ ま した。 この計

画 は,ア プ リケー ションか らの必要性 を前面 に出 し

てお り,軍 事以外 に,経 済予測,核 物理や天体物理

学,生 物学(遺 伝 子解析 や蛋 白質合成),薬 学,機 械

工学,自 動推論,デ ー タベース/知 識ベース処理 な

ど多数の応用例 を掲げてい ます。 さらに,こ れ らア

プリケーシ ョン実現の ための ソフ トウェア構築や基

本 ソフ トウェア構築 も研究 内容 に含 まれています。

また,ハ ー ドウェアの面で も,汎 用のマイクロプ

ロ セ ッ サ な ど商 用 部 品 を 用 い る(COTS:

CommercialOff-The-Shelf)方 式 をと り,こ のプロ

セ ッサ とメモ リを1組 と し,高 速の転送能力 を有す

るプロセ ッサ間ネ ッ トワー クで これ らを多数結合 し

たMIMD(MultipleinstructionMultipleData)型 の

アーキテ クチ ャを持つ超並列マシ ンお よび分散 マシ

ン構 築の新技術 に挑戦 してい ます。

これ らの技術 は,従 来の大型汎用マ シンか らコス

ト ・パ フ ォーマ ンスに勝 る大規模 な並列マ シンやス

ケーラブル な分散 マシ ンへの移行 を加速 し,市 場 に

おけるアメリカの競争力強化 に直結 す るとみ られて

い ます。 また,そ の研究途上 において も,有 用 な派

生的技術 を生み出す ことが期 待 で き,特 にソフ トウ

ェアに関 しては,並 列処 理 に関す る有 効 な新 アル

ゴリズムな ど多 くの新技術 が生 み出され ると思われ

ます。

アメリカで はこの分野の研 究開発 を"プ リコンペ

テ ィテ ィブ な段 階 とみ な し,NASA(米 国航空宇

・樹齢 ○瀞輪 纏技術 開発推進 ・研究 コミュニ ティ拡

大の冷め磯 力 がなされてい ます。その一環 として,

、蹴 ・W鍼6WldeWeb)に ホームページを開設 し

寮憩 ます。



▲ 図8PETAホ ー ム ペ ー ジ

(httpV/wvvw.aero.hq.nasa.govthpcclpetafiops/peta.html)

わが国 においては,ま だ,こ の ようなペ タフロ ッ

プスマ シンを目指す組織的 な動 きはな く,ま た,メ

ーカーが独力 で研究 を実施するには無理のあ る長期

的 な研 究テーマであ ることか ら,国 家 プロジェク ト

と して実施すべ き対象 と考 えられ ます。

(2)ワ ーキンググループ活動

この ような背景 を持 つペ タフロ ップスマシ ンの研

究動 向や,そ の一歩手前 にあるテ ラフロップスマ シ

ンを用 いたソフ トウェアの研究開発動 向につい て調

査 ・検討 を加 えてお くことは,極 めて重要で あると

考 え られます。そ こで,調 査 に当たっては通商産業

省電子技術 総合研究所の山口 喜教 計算機方式研 究

室長 を主査 と した11人 の委員で構成 されるワーキ ン

ググル ープ(WG)を 編成 し,ハ イエ ン ド ・コンピ

ューテ ィング研究 の極限 を目指 したアメ リカのペ タ

フロップスマ シン技術の研 究開発動 向の調査 ・分析

を行 い ました。

調査項 目と して,

①ペ タフロ ップス ・マ シンのハ ー ドウェア/ソ フ

トウェア研究動 向

② ペ タお よびテ ラフロップス ・マ シンの基本 ソフ

トウェア/応 用 ソフ トウェア研 究動向

③分散処理用基本 ソフ トウェア(Unix並 列 サーバ

等)の 研 究動 向

④ 高速 プロセ ッサ実現の アーキテ クチ ャおよびデ

バ イス技術

⑤ その他

を挙げ,平 成8年10月 よ り5回 のWG会 議 を開催

しま した。 この間,海 外 調査 と して次の学会 に調査

員 を派遣 し,関 連情 報の収集 を行い ました。

・1996年10月27～31日

PetaflopsFrontier'96Annapolis,Maryland

・1996年11月17～22日

Supercomputing'96Pittsburgh,Pennsylvania

WG会 議 で は各 回,「 アー キテ クチ ャ」,「 ソフ ト

ウェア」 な どとテーマ を決め,専 門の委員か らの問

題提起 とそれ に対す る議論 を中心 に進め ま した。主

な議論 では,1,000台 か ら10,000台 程度 のスケーラブ

ル な汎用 マ シンは,DSM(分 散 共有記憶)を 持 っ

ているCC-NUMA(一 貫性 キ ャッシュ を持 つ非定型

的記憶 アクセス)モ デルを使 うこ とで実現で き,こ

の ときのネ ッ トワー クはDSMを 管理 で きる もので

あれ ばよい とい った興味 ある指摘が なされた り,ま

た,用 途 を限れば,ペ タフロ ップス を達成す るマ シ

ンの実現 は可能 だが,汎 用 を目指 したペ タフロ ップ

スマシ ンの結合網の設計 は,現 在 の我 々の持つ知識

だけでは実現 は難 しい とい う意見が大勢 を占めた り

もしま した。

さ らに,ア ーキテクチ ャに関 し;メ モ リ構造 の重

要性 とCodeFlowModelを 議論 しま した。応用研

究者 にとってはい くらで も速い コンピュー タが必要

との意見 が出 ましたが,こ れはアメ リカの動 きを裏

付 け るものだ と考 えられ ます。ペ タフロ ップスに向

けたデバ イス技術 に関す る議論 も行 っています。 ま

た,Frontier'96の 会議 か ら,ペ タフロ ップスを2014

年 までに実現す る手前の2007年 まで に,そ の10分 の

1の 性 能の100テ ラフロ ップス を目指そ うとい う計

画が あるこ と,ペ タフロ ップスで は特 にソフ トウェ

ア に イ ノベ ー シ ョ ンが要 求 さ れ て い る こ と,
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100GHzを 超 える クロ ックで動作す る とい うふれ こ

みの超伝導素子がか な りの期待 を もって と りあげ ら

れ て い る こ と が わ か り ま し た 。 ま た,

Supercomputing'96会 議か らは,ア メ リカのテ ラフ

ロ ップスマ シ ンは,現 在OSの バ グ取 りの段 階であ

るこ と,コ ンピュー タの スピー ド番付 は,1位 か ら

3位 まで日本が独 占 し,4位 はインテルであること

がわか りま した。

現在,各 委員 に報告書 原稿執筆 をお願い してい ま

すが,将 来に向けての技術論 ・方法論 に関す る積極

的記述 に加 え,わ が国 と して取 り組 むべ き課題 につ

いても貴重 な意見 を述べ て頂 く予定です。

2.ネ ッ トワ ー ク 及 びAl関 連 の 情 報 技 研 究 開

発 動 向鯛 査

(1)調 査の背景

この数年 の間にパ ーソナル コンピュー タやイ ンタ

ーネッ トが急速 に普及 し,そ れ らを使 ったいろいろ

なサー ビスが語 られ は じめてい ます。デ ィジタル ラ

イブラリ,エ レク トロニ ックコマース,遠 隔医療診

断な どをは じめ としたこれ らのサー ビスの実現の た

め には,法 律,税 制 などの制度改革,省 庁 間の連携,

産 ・官 ・学の連携が不可 欠であ り,ま た,こ れ らの

サービスが身近 に提供 されれば,経 済的効果 も含め,

社 会に大 きな インパ ク トを与えるこ とは間違いない

と思われます。

しか し,こ の ように人々を とりま く情報環境が豊

かさを増す と同時 に複雑 になって くると,利 用者 は

その情報環境の全容 を理解す ることが困難 になって

きます。望 む情報 を得るためのコンピェ一 夕の操作

も,宣 伝文句 とは裏腹 に,複 雑 さを加 えている とい 、

う状 況が生 じてい ます。役 に立つ情報環境,そ して,

利用者 にとって使 い易 さを実現 しようとす る と,従

来の情報処理の理論 や技術 ではカバー しきれない問

題が生 じているのです。

この技術調査 では,そ の ような問題意識 をもって,

インターネ ッ トに代 表 されるネ ッ トワー クに関連す

る新技術,そ れか ら人間 とコンピュー タとの インタ

フェースに関わるAI技 術 を中心に,将 来の情報産業

の土台 を生 み出す と思 われ る基礎技術分野や,重 要

と思 われる研究 テーマ について検討 してい ます。 ま

た,そ の研 究 を効率 的に進め るため に必 要な インフ

ラの整備やその ような研究 開発投資の将来 における

社会への波及効果 につい ても調査 しています。

(2)ワ ーキ ンググループ活動

ワーキ ンググルー プは,NTT基 礎 研究 所 の奥 乃

博 主幹研究員 を主査 に,10人 の委員が平成8年11

月よ り月1回 会議 を行 い,各 委員の提 供する トピッ

クを元 に議論 を行 ってい ます。

調査対象 と した技術分野 は,次 の とお りです。

①発想支援 システム

② エージェ ン ト

③ ネ ッ トワーク上の新 しいデータベースシス テム

④ マルチ ・モーダル ・イ ンタフェース技術

⑤社会サ ービスお よびそれ を構成するに必 要な情

報処理技術 として,

・ディジタルライブラリ

・CAI(ComputerAidedlnstruCtion)

(3)海 外調査

ネ ットワークお よびAI関 連の情報技術調査の一環

と して,ス タンフ ォー ド大学お よびアメ リカのフロ

リダ州 オ ー ラ ン ドで 開催 され た国 際 会議IUI,97

(lnternationalConferenceonIntelligentUser

Inte血ces)に 調査員 を派遣 しました。

①IUI!97

1UI,97は,知 的イ ンタフェース に関す る国際会議

で,1997年1月6～9日 の間,開 催 されま した。参

加 者 は150名 弱 で,日 本か らは8名 が参 加 してい ま

した。セ ッシ ョンは,講 演,パ ネル討論,デ ィベ ー

ト,一 般発表,ポ スター発表 と多様で,い ず れ も討

論が非常に活発 であ り,並 行 セ ッシ ョンのないこぢ

んま りとした会議の利点が出ていた ようです。

講演では,大 学 か ら産業界へ の技術移転の問題 を

取 り上 げてい ました。 これは 日本 で も問題 となって
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いることであ り,参 考になる と思い ま した。技術移

転 は人 による移転 であ り,人 間関係,ネ ッ トワーク

の構築 であ り,そ のため に研 究所の トップの理解,

プロ トタイプか ら製 品化 に要する コス トを考慮す る

必要がある と報告 され ま した。

デ ィベ ー トでは 「直接操作vs.イ ンタフェースエ

ージェ ン ト」 とい う興味深 いテーマで した
。結局,

これは対立する概念 ではない とい う結論 に落 ち着 き

ま した。

全般 を通 じて,実 際の製品に役立つ技術 を研 究の

中心課題 としなけれ ばならない という意識が強い と

感 じました。
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▲ 図91UI'g7の 会 議 の様子

② ス タンフォー ド大学

ス タンフ ォー ド大学 で は,KnowledgeSystems

Laboratory(KSL:知 識 システム研究所)とCenter

fortleStUdyofLanguageandllformation(CSLI:

言語 ・情報研 究セ ンター)を 訪問 しま した。

KSLは,ス タンフ ォー ド大学計算機科学科 に所属

してい る,人 工知能関連の研究所で,知 識ベ ースの

共有 と再利用のための知識表現,デ バ イスのモデ リ

ングの ための計算 環境 を中心 に研 究 を行 ってい るグ

ループの説明 とデモ を見せ てい ただ きました。Web

ベ ースの プロ トタイプが動 いてお り,こ れを3ケ 月

で作 ったそ うで,プ ロ トタイプを作 って試 してみる

研究方法 とプ ログラ ミング能力の高 さに感心 しま し

た。

CSLIは,ス タンフ ォー ド大学の独 立研 究所 の ひ

とつで,コ ンピュー タ科学,言 語学,論 理学,心 理

学,哲 学な どの学問領域の境界 を越 えた交流 を行な

い,相 互 に協力す るこ とで,新 しい科学分野の研究

を行 う場 を提供す ることを目的 と しています。い く

つかの グループの研 究 を見せ ていた だ きま したが,

その うちのひ とつ であ るArchimedesプ ロジェ ク ト

では,マ ルチモー ダル インターフェースを利用 した

身体障害者向け情 報機器環境 の研究 開発 を行 ってお

り,身 体障害のある2名 のプログラマ に頭の動 きと

音声 コマ ン ドを使 ったマ ウスの制御 お よびプログラ

ミング環境のデモを見せ て頂 きま した。研究 に障害

が逆 に強み になっている状況 にはかな りインパ ク ト

を受け ま した。

3.第 五 世 代 コ ン ピ ュ ー タ技 術 開 発 成 果 の 普

及

第五世代 コンピュー タ技術の主要な研究成果であ

るICOTフ リーソフ トウェア(IFS)の 普及 を図 るた

め,以 下の ような業務 を実施 しま した。

(1)IFSの 維持改良お よび公 開

IFSの 主 要 ソ フ トウェ アで あ る並 列言 語処 理 系

(KLIC),知 識表現言語,法 的推論 システ ム等の 改

良修正お よび ドキ ュメン ト整備 な どの維持 改良作 業

を外部技術者の協 力 を得 て行 うとともに,イ ンター

ネ ッ トを通 じて世界の関連研究分野の研 究者 に公 開

し利用 に供 しました。

なお,平 成9年3月 末 にお けるIFS'(100種)へ の

累積 アクセスは約3万2,eOO件 にのぼってい ます。

(2)IFSを ベー ス とした新 たなソフ トウェア資源 の

創造

IFSの 拡大,再 生産 を目的 として,IFSの 利 用に よ

る知的処理や並列処理 を駆使 した知的 ソフ トウェア

の研 究開発 を大学等への委託 によ り実施する ととも

に,IFSを 含 む先進 的 ソフ トウェア研 究 開発 の普及

促進策 について調査研 究 を行 い ました。

① 知的 ソフ トウェアの大学等への委託
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IFSを ベースとした新たなソフ トウェア資源を創

造するため,大 学等の研究グループへの委託研究を

実施しています。平成7年 度に実施 した研究委託の

成果について審査委員会(委 員長:淵 一博 ・慶応

義塾大学理工学部管理工学科教授)に おいて評価 ・

審査 し,そ の内16件 を継続 新たな研究テーマにつ

いて公募 し,11件 を新規テーマとして採用,本 年度

は合計27件 の委託研究を実施 しています。

また,平 成8年 度委託研究テーマの成果報告会を,

平成9年3月4日,5日 に東京において実施 しまし

た。

②新世代知的ソフ トウェアの研究開発に関する調

査研究

IFSを 含む先進的ソフ トウェア研究開発の仕組み

について内外の実情 と日本の課題を比較 ・整理する

とともに,そ のあるべ き姿および実現のための方策

について提言をまとめることを目的として,「 先進

的ソフ トウェア普及促進策調査研究委員会」(委 員

長:田 中 穂 積 ・東京工業大学大学院情報理工学研

究科教授)お よび 「作業部会」(主 査:小 林 慎一 ・

(株)三 菱総合研 究所経営 システム研 究セ ンター情報

技術 開発部長)を 設置 し,調 査検討お よび取 りまと

めを行い ま した。

(3)IFSの 普及広報等

IFSの 最新情報,当 研 究所 の活動状 況 などを随時

インターネ ッ トによ り広報す る とともに,並 列言語

処理系(KLIC)を 中心 と したIFS講 習会 を慶応義塾

大学,九 州大学 で開 催 しま した。

平成8年 度は初め ての行 事 として,KLICプ ロ グ

ラ ミング ・コンテス トを 「KLICプ ログ ラ ミング ・

コンテス ト実行委員会」(委 員長:溝 口 文雄 ・東 京

理科 大学理工学部教授)を 設 置 して開催 し,好 評 を

博 しました。 なお,コ ンテス トの詳細 については19

ペー ジ 「JIPDECREPORr」 の記事 をご参 照 くだ さ

いo

多
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ますます求められる 情報化時代の新人材

システムアドミニストレータ

仕 事 はあなたのスキル を高 め 資 格 はあなたのステイタスを高 める

●シ ス テ ム ア ドミ ニ ス ト レー タ テ キ ス ト(本 体価格:1,922円)

本書は、情報処理システムの利用部門において情報化を推進する方々が、初期の段階において利用者

として修得すべ き基本的な知識 と応用能力をとりまとめたも

(構成)

1.仕 事とコンピュータ

2.基 幹システムの開発と運用

3.エ ンドユーザコンピューティング

4.シ ステム環境整備と運用管理

●上 級 シ ス テ ム ア ドミ ニ ス トレー タ テ キ ス ト(本 体価格=3,398円)

本書は、上級システムア ドミニス トレータを目指す方に必要な知識 ・技術を理解 しやすいようにとり

まとめた ものです。

(構成)

1.業 務システム改善企画の立案

2.情 報システム構築のためのマネージメント

3.情 報システム利用のためのマネージメント

「第 二種 共 通 テ キ ス トシ リー ズ」、 「第 一種 共 通 テ キ ス トシ リー ズ」 な ど も好 評 発 売 中 で す 。

詳 細 は、 パ ン フ レ ッ トを ご覧下 さ い。 、

(ご 購入 方 法),

全国の書店または官報販売所、政府刊行物サービスセンターにてご注文 ください。

東京都官報販売所(神 田)、大阪府官報販売所(肥 後橋)、 八重洲ブックセンター(八 重洲}、 書泉グ

ランデ(神 田)、 言泉ブックタワー(秋 葉原)、 三省堂本店(神 田)、 紀伊國屋書店(新 宿 ・渋谷)、丸
ト

善 本 店(日 本 橋)、 芳 林 堂 書 店(高 田 馬場)、 紀 伊 國 屋 書 店(大 阪 ・梅 田)に は 、常 時 置 い て あ り ます

の で ご 利 用 くだ さ い。なお 、直接 購 入 を希 望 さ れ る方 は 、東 京 官 書 普 及(株)通 信 販 売 課(tto3-3292

-3701)へ ご 注 文 くだ さい
。

酬(財麟離 離 繁会
〒135-73東 京都 江東 区 青 海2-45タ イ ム24ピ ル19階

廿03・5531・0177(普 及振興 課)
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平成9年度 秋期 情報処理技術者試験実施のお知らせ

平成9年 度秋期試験は,次 のとおり実施する予定です。

受験 を希望する方は,試 験案内書 ・願書を取 り寄せて,手 続をして ください。

1.試 験 の 区分 お よび 受 験 資 格

・システムアナ リス ト試験

・システム監査技術 者試験

・上級 システムア ドミニス トレー タ試験

・アプリケーシ ョンエ ンジニア試験

・ネ ッ トワー クスペ シャリス ト試験

・第二種情報処理技術者試験

・初級 システム ア ドミニス トレー タ試験

平成9年4月1日 現在27歳 以上

平成9年4月1日 現在27歳 以上

平成9年4月1日 現在27歳 以上

平成9年4月1日 現在25歳 以上

制限なし

制限なし

制限なし

2.試 験 日

平成9年10月19日(日)

3.案 内書 ・願 書 の配 布 お よび 受 付 期 間

平成9年7月1日(火)～ 平成9年8月8日(金)

4.試 験 地

全 国56か 所

5.案 内 書 ・願 書 の 配 布 場 所

情報処理技術者試験セ ンター各支部(電 話番号 は次の とお りです)

北海道支部011-7278556東 北支部02Z227-0901

関東支部03-34361321中 部支部052-261-6818

近畿支部06-946-6301中 国支部082-221-4505

四国支部0878-37-2640九 州支部092-4724575

沖縄支部098-862・2137

平成9年3月 発行

川PDECジ ャーナルN・ ・93
発行人 ・照山正夫/編 集人 ・日高良治

⑥1997

魍 法人 日 本 情 報 処 理 開 発 協 会

東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵便番号105電 話03(3432)9382

本誌の記事 ・図表等のすべてないし一部を許可なく引用ρ克ぴ摸製マることを禁 じます。

※本誌送付付宛先の変更等については当協萎' 《
'

9382)ま で ご連 絡 くだ さい 。
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財団法人 日本情報処理開発協会
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